Study on Competency Management for Global Leaders of Japanese Subsidiaries in Russia by 藤枝 竜也
1 
 
 
 
 
 
在ロシア日系企業におけるグローバルリーダーのコンピテンシー活用 
 
 
 
 
早稲田大学大学院商学研究科 
 専門職学位課程 ビジネス専攻マネジメント専修 
藤枝  竜也 
 
 
 
 
Study on Competency Management for Global Leaders 
of Japanese Subsidiaries in Russia 
 
By 
Tatsuya Fujieda 
 
The Graduate School of Commerce 
Waseda University 
 
2 
 
概要書 
 
本論文の目的 
在ロシアの日系企業における日本人グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モ
デルを作成することが本論文の目的である。理想の日本人リーダー像を導出するという観点から、
日系企業のグローバルリーダーに対して実施したインタビュー及びアンケート調査の結果からだ
けでなく、Fey=Shekshnia［2007］が示した欧米外資系企業がロシアで成功するための「8 つの
掟」について、その背景をロシアの国民文化の視点から考察し、ロシアの国民文化を反映させた
高業績者としてあるべき行動を想定する演繹的アプローチにより、コンピテンシー・モデルの設計
を行った。 
 
本論文の意義 
2000 年にプーチンが大統領に就任して以降、ロシアが市場としての魅力を増してくるにつれ、
ロシア市場に参入する日系企業の数も増加している。ロシアでの事業を成功させるには、ロシア
での経験が豊富なマネジャーが必要だとヘルベス［2005］は指摘しているが、日系企業にそのよ
うな人材が豊富に存在するとは考えにくい。ロシアで通用するリーダーのコンピテンシー・モデル
は、可能性のあるリーダー候補者を選抜する助けとなり、また、効果的なトレーニングにも利用で
きるものと考える。また、ロシアの国民文化を理解することは、現地企業の強い企業文化の形成や、
現地スタッフやマネジメントの育成に必要な知識になるものと考える。 
 
各章における成果の概要と今後の課題 
 
第1章 日系企業のロシア市場参入の歴史 
149 社の日系企業のロシア市場の参入の歴史と、その国際化の動機を Bartlett=Goshal
［1992］のフレームを用いて考察した。また、インタビューを実施した日系グローバル企業 6 社に
ついて紹介し、本社から見た組織の統合度合いや、経営資源の移転方法について考察した結果、
本社志向と現地志向、その混合のパターンに分類した。 
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第2章 組織文化と国民文化、文化形成のためのリーダーの役割 
企業の成功のためには、「リーダーの示すコンピテンシー」、「従業員の示すコンピテンシー」そ
して「これらのコンピテンシーを育み、最大限に発揮させる企業文化の役割」の 3 要素が必要にな
る［Zwell 2001］。まず、組織文化が企業のパフォーマンスに与える影響を先行研究から考察した。
本論文では機能主義に則り、効果的なリーダーシップの発揮によって、より強い組織文化が構築
できるものと考えた。次に、組織文化と国民文化は明確に分離して考えるのではなく、国民文化
の要素も含めて対象とする組織の組織文化と捉えるべきであり、経営環境やリーダーシップによ
って、組織内の下位文化の大きさや影響力が変わってくるものと考えた。リーダーには、組織が不
安定化しないように組織文化を維持する責務があり［Trompenaars=Hampden-Turner 1993］、
さらに、グローバルリーダーには、複雑な異文化マネジメント環境下でマルチカルチャーを管理す
る技術を身につける必要がある。日本の仕組みをそのまま適用するような表層上のアーティファク
ツ［Schein 1985］を構築するだけでは不十分で、価値観やさらに深層の基本的仮定を変更しな
い限り、強い組織文化は構築されない。ロシア人従業員の価値観や基本的仮定を知るために、
国民文化を理解し、それに対して効果的なコンピテンシーを発揮しなければならないと考えた。 
 
第3章 ロシアの国民文化 
Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」に沿って、その背景にあるロシアの国民文化について
考察した。各種先行研究からだけでなく、日系グローバル企業の日本人グローバルリーダーに行
ったインタビューから、どの程度「8 つの掟」が日系グローバル企業にもフィットしているか検討した。
新しいロシア人と古いロシア人の違いについて検討した後、「8 つの掟」だけでは検討できない 3
点を加えて、ロシアの国民文化リストを作成した。 
 
① 権力格差が大きい
② 集団主義 （新しいロシア人には極端な個人主義も見える。）
③ 人間関係重視
④ Ｐ・タイム文化、同期的文化 （欧米外資系企業にはＭ・タイム文化も見える。）
⑤ 不確実性の回避の程度が高い （新しいロシア人は不確実性の回避の程度が低い。）
⑥ 高コンテクスト文化
⑦ 短期志向
⑧ 柔軟な倫理観
⑨ 直感的感覚的
⑩ ジェンダー平等
⑪ 二重スタンダード  
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第4章 グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー 
各種先行研究に見るコンピテンシーの定義について検討を行い、本論文におけるコンピテンシ
ーの定義を行った。即ち、「ある状況下で、特定の職務に関連し、安定的に発揮され、高業績に
結びつく個人的な知識、技術、能力その他の特徴」である。次に、ロシア人リーダーのコンピテン
シー及びロシアの国民文化リストから導かれる効果的なリーダーシップについて検討した。さらに、
日系グローバル企業の日本人グローバルリーダーに行ったアンケート調査の結果から、日本とロ
シアにおけるコンピテンシーの活用度の違いについてまとめた。それらは、大きな違いが見られな
かったものの、ロシアでは日本での勤務時よりも、「多様性の受容」、「学習力」が高く、「情報収集
力」、「創造的思考」、「分析的思考」、「倫理性」が低い結果となった。最後に、それまでの議論を
踏まえ、本論文の目的であるロシアにおける日本人グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピ
テンシー・モデルを演繹的アプローチから作成した。 
 
カテゴリー コンピテンシー
課題設定 多様性受容、学習志向、達成志向
意思決定 情報収集力、決断力、権限委譲
動機付け 関係構築力/強制的指導力、個人の成果を伸ばす/チームワーク力、フィードバック
組織マネジメント ビジョン共有、対人影響力、女性に対する敬意と配慮
実行 コミュニケーション、柔軟な倫理観、人間関係重視、ネットワーキング  
 
終章 結論と今後の課題 
本論文のまとめ及び今後の課題について論じた。今後の課題として、次の 3 点を挙げた。まず、
ロシアで工場を保有している企業、M&A で現地企業を買収した企業など、調査対象の日系企業
の多様性や数を増やすこと。次に、グローバルリーダー本人からのコメントだけでなく、上司や同
僚、ロシアの現地スタッフからもインタビューをとり、研究データの客観性を増すこと。そして、リー
ダーシップ・コンピテンシー・モデルが、海外派遣候補者の選抜やトレーニングの現場で実際に
活用できるのか、また現地ロシア人幹部のトレーニングに応用できるかどうか、その有効性を研究
することである。 
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序章 
問題意識と本論文の構成 
 
1. 問題意識 
 
ロシアにおける市場経済化の歴史は、1991 年末のソ連邦の解体以降僅か 18 年に過ぎない。
革命による共産主義国家の樹立が壮大な実験であったとすれば、ソ連邦崩壊による市場経済シ
ステムへの移行も同様に壮大な実験、価値観の劇的な変化であったといえる。新生ロシアは、
1992 年から価格の自由化と国営企業の民営化を主要な経済政策として進めた結果、ハイパーイ
ンフレの発生と大幅な生産の減尐、そして GDP の急落を招いた。 
さらに、アジア通貨危機に端を発したロシア通貨危機に見舞われ、1998 年にデフォルト、そし
て通貨切り下げを実施した。この通貨切り下げと、1998 年の油価（1 バレル 12US$）を底に 1999
年から高騰した石油価格に恵まれ、1999 年には輸出が前年比 154％増加という急激な伸びを見
せた。ロシアは、原油生産高、天然ガスの生産高・埋蔵量とも世界一であり、ロシアの輸出の 6 割
をエネルギーが占めるため、エネルギー価格の高騰は経済全体への影響が大きい。ついには、
1999 年に国家財政（プライマリーバランス）が黒字化し、2000 年以降は財政黒字を達成した。 
2000 年にプーチンが大統領に就任すると、法人税、関税率を引き下げるなど、投資環境の整
備を一気に進めた。ペレストロイカ後、海外企業との間で合弁企業を創設することが認められたの
は 1987 年であり、100%の外資系企業の設立について法律が制定されたのは 1991 年であるが、
海外からの投資が急増したのはプーチン大統領就任以降、エネルギー価格の高騰により内需が
増大してきてからのことであった。 
ロシア中央銀行その他のデータによると、2000 年以降、ロシアでの実質現金収入は前年同月
比 10％前後の高い伸び率を維持している。失業率は、1999 年の 12.4%から 2008 年夏には
5.4%まで低下するなど、2008 年 9 月の世界的な金融危機が発生するまで一貫して下がり続けた。
2006 年には輸入が輸出を上回り、特に機械・設備、輸送機械が前年比 52.2%増えているなど、
投資が活発化してきている。1999 年から 2008 年の 10 年間は、実質 GDP が平均 6.9％の成長
を遂げてきている。この数字は、中国（9.8%）、インド（7.1%）に务るものの、アメリカ（2.6%）、EU
（2.3%）、日本（1.3%）をはるかに上回る高度成長の国となった（図 1）。2002 年には G8 の正式メ
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ンバーになるなど、ロシアは政治的にも経済的にも自信を取り戻し、成長を続けている国であると
いえる。 
図 1  実質 GDP 成長率 
 
出所： 内閣府経済社会総合研究所、ジェトロ・ウェブサイト「国・地域別情報」より、筆者が作成 
 
また、他の BRICs 諸国と比較をすると、ロシアは、一人当たりの GDP、GNI が高く、単に安価
な労働力だけを求めた生産地にするのには適さず、市場として考えていく必要があることが分か
る（表 1）。また、教育レベルもソ連時代から非常に高い。 
一方、日本とロシアは隣国であるにもかかわらず、日系企業のロシア市場参入は、プーチンが
大統領に就任するまで、積極的とはいえなかった。1994 年に 8.4%にのぼったインフレ率は 1999
年には 3.7%まで低下し、GDP 成長率が 2000 年には 10％に上ると、それまで専門商社と総合
商社が数社程度しかロシアに進出していなかった日系企業も、自動車やエレクトロニクス、金融関
係の企業も相次いでロシア市場に参入していった。日ロ間の貿易も活発化してきた。2007 年の
日本からロシアへの輸出は前年比 52%増の 107 億 3,840 万ドル、ロシアからの輸入も 58.5%増
の 105 億 5,380 万ドルと急拡大しており、2007 年のロシア側からみた輸入相手国として日本は、
ドイツ、中国、ウクライナに続いて第 4 位の位置を占めるようになった。2008 年の貿易も輸出入合
計で 296 億 1,632 万ドルとなり、前年比 39.1%増となった1。日系企業にとっても、ロシアは最も注
目される市場の一つとなっているといえる。 
 
 
                                               
1 財務省貿易統計（通関ベース） 
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表 1  BRICs 諸国、日本、アメリカの主要データの比較 
ロシア 中国 インド ブラジル 日本 アメリカ
人口  100万人 141,8 1,336,3 1,186,2 194,2 127,9 308,8
（世界順位）  注1. （9位） （1位） （2位） （5位） （10位） （3位）
名目GDP  10億US$ 1,677 4,327 1,207 1,573 4,911 14,441
（世界順位）  注2. （8位） （3位） （12位） （10位） （2位） （1位）
1人あたり名目GDP US$ 11,807 3,259 1,017 8,295 38,457 47,439
（世界順位）  注2. （53位） （105位） （144位） （64位） （23位） （13位）
1人あたりGNI購買力平価 US$ 9,620 2.94 1,070 7,350 38,210 47,580
（世界順位）  注3. （75位） （127位） （163位） （82位） （30位） （14位）
高等教育在学者 人口千人あたりの人数 50.2 16.0 23.4 58.8
  注4.   注5.   注6.   注7.   注8.
 
出所： 注 1. 国連人口基金 世界人口白書（2008 年版） 
      注 2. IMF, World Economic Outlook（2009 年 10 月版） 
      注 3. World Bank, World Development Indicators database（October 2009） 
      注 4. 文部科学省, 教育指標の国際比較（平成 20 年版） 
      注 5. パートタイム在学者を含む（2005 年） 
      注 6. 成人高等教育機関在学者を含む（2005 年） 
      注 7. 大学・短大等在学者（2007 年） 
      注 8. パートタイム在学者を含む（2004 年） 
 
しかし、依然として、ロシアは謎の多い国、近くて遠い国と言われる。ロシア市場に外資系企業
として日系企業が参入する場合、何が成功要因となり、あるいは障害となるのであろうか。 
海外現地法人の経営で感じる問題点についての海外進出目的別の調査によると、親会社の
海外展開に伴う進出について問題点とされている上位 2 点は、「労務管理の難しさ」と「管理者や
技術者等優秀な人材の確保」である2。ローカルスタッフの効果的なマネジメントと、リーダーシッ
プに企業が悩んでいることが分かる。つまり、法律や商慣習の理解が必要であるのと同時に、相
手国の国民文化を知り、ローカルスタッフとともに強い組織文化を築いていくことが求められてい
るといえる。そのためには、コンピテントなリーダーが必要であり、日本からリーダーを派遣する場
合には、そのリーダーは効果的な異文化マネジメントを実行するためのコンピテンシーの活用が
欠かせない。 
事業の成功については、売上、利益、市場シェア、株価などの数値で説明が可能である。しか
し、事業の成功の要因については、ただ一つの観点から全てを説明することは不可能である。 
Deal=Kennedy［1982］、Kotter［1992］、Jarratt=O‟neill［2002］らは、高業績企業の多くが
                                               
2 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株）「最近の製造業を巡る取引環境変化の実態にかかるアンケート調査」（2005
年 11 月） 
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「強い文化」を持つことを指摘している。しかし、望ましい強い組織文化のみが、組織の成功をもた
らす唯一の要因でないことは明らかである。「価値観に基づく実践」は、Peters=Waterman
［1982］の著書にあるアメリカの優良企業が実行する8つの原則の中の1つにすぎない。強い文化
を有するが故に企業が高業績をあげられるのか、高業績の結果として企業が強い文化を有するこ
とになったのか、恐らくは双方とも可能性があり、またその2つの関係は交互に、また同時に起こる
ものであると考えるが、企業の成功の要因の一つに強い組織文化が関係しているのは疑いようが
ない。 
その組織文化を創り出し維持するのは誰か、若しくは何か。Deal=Kennedy［1982］は、経営
者は数字を重視する管理者になるのではなく、組織に強い文化を創造し維持させる役割を果た
すべきと主張している。また、Schein［1985］は「リーダーが行う真に重要な唯一の仕事は，文化
を創造し，管理することである」とし、「組織文化とリーダーシップの関係は、コインの表裏の関係に
あり、リーダーは、組織にとって望ましい文化を創造する一方で、文化はリーダーが何を、どのよう
にするのか、その行動を規定する」としている。また、Schein は組織文化を 3 段階のレベルで示し、
文化がどのように植え付けられ、伝達されたか研究した。強い組織文化を創り、それを組織のメン
バーに植え付け、伝達できることができる人こそリーダーであり、リーダーが文化の一側面であると
もいえる。組織のメンバーに、組織の理念に具体化されるような目標や哲学、戦略などを意味する
「採用された価値」を伝達し、組織の仮定や価値観を伝え、物理的に目に見える構造やプロセス
を表す「アーティファクツ」を作り出すことは、まさにコミュニケーションの産物である。加護野
［1988］は、組織文化を「組織構成員によって内面化された共有された価値、規範、信念のセッ
ト」であると定義したが、この内面化に働きかけるのがリーダーの役割であり、より効果的に働きか
けるためには、効果的なコンピテンシーの活用が欠かせない。 
また、リーダーのコンピテンシーと同様に、企業を構成する従業員のコンピテンシーも重要であ
ると考える。リーダーの影響に働きかけ、文化を創っていくのは従業員でもあるからである。その従
業員のコンピテンシーに大きな影響を与えるのが国民文化であり、リーダーの影響を受け、組織
文化が形成されていくことになる。 
企業に成功をもたらす要素として、企業文化の果たす貢献は大きい。企業の成功のためには
Zwell［2000］が指摘しているとおり、「リーダーの示すコンピテンシー」、「従業員の示すコンピテ
ンシー」そして「これらのコンピテンシーを育み、最大限に発揮させる企業文化の役割」の 3 要素
がいずれも重要になってくる。 
本研究で取り上げた企業をはじめ、日系企業のロシア市場進出の歴史は浅い。海外展開の初
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期の段階は、戦略、組織作りともにグローバルリーダーに負うところが大きいが、失敗もつきもので
ある。グローバル勤務派遣の失敗は、Black et al.［1998］によると、引越し等の様々な直接的コ
ストや報酬・手当てだけでなく、損なわれた仕事上の関係、生産性の低下、現地従業員の離職、
ビジネスチャンスなどの間接費、さらに帰任者の離職や本社における経営幹部能力の失墜など
人材管理の問題にも発展する大きな問題となる。ローランド・ベルガー社のヘルベス［2005］は、
ロシア市場への参入を成功させる 5 つのステップとして、「人脈の構築」、「現地調達」、「営業プレ
ゼンスの地方展開」、「顧客への財政支援」、「ロシア経験の豊富なマネジャー」を挙げている。特
に、「ロシア経験の豊富なマネジャー」については、ロシアでの事業を成功させるために、海外経
験を持つマネジャー、特にロシアでの経験を持つマネジャーが絶対に必要であると記している。
現地に派遣するリーダーの役割が重要であることに疑いはないが、「ロシア経験の豊富なマネジ
ャー」が相当数日系企業に存在するとは考えにくい。ロシアで勤務実績のないリーダーから、現地
に派遣するリーダーを選抜する必要がでてくる。その際に判断材料となるのが、その人材の能力
特性と、ロシアでの新しいポジションに求められる職務特性とのマッチングである。そのために、ロ
シアでのマネジメント、職務遂行に必要なコンピテンシーとその人材が発揮しているコンピテンシ
ーを比較することは、有効な選抜の方法となる［ウィリアム・マーサー社 1999, アーサーアンダー
セン 2000］。 
通常、コンピテンシー・モデルを作成するためには、まず高業績を定義し、その高業績を定常
的に上げている人へのインタビュー等を実施する。しかし、一口に高業績者たるリーダーを対象
にすると言っても、特定企業のポジションでなければ、職務の定義や高業績の定義も企業毎で異
なってくる。しかし、広くロシアの日系企業で通用する理想のリーダー像を想定してコンピテンシ
ーを抽出し一般化することは、有効なグローバルリーダーの選抜、また、効果的なトレーニングに
尐なからず寄与することができるのではないだろうか。 
 
2. 本論文の目的 
 
在ロシア日系企業における日本人グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・
モデルを作成することが本論文の目的である。 
実在する特定のリーダーではなく、理想のリーダー像を想定するためには、まずロシアの文化
を知る必要がある。文化というのは大変広い概念であるため、企業の成功に導く企業文化形成に
関連する文化を扱う。 
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本論文では、Fey=Shekshnia［2007］が提示したロシア市場で欧米外資系企業が成功するた
めの「8 つの掟」を用いる。Fey=Shekshnia は、15 年かけて 36 の欧米外資系企業について調
査した結果、「8 つの掟」を導き出したが、彼らの調査を含めてロシアにおける日系企業を対象とし
た研究事例はない。本論文では、「8 つの掟」の背景をロシアの国民文化の視点から検討し、日
系企業にもフィットするかどうか日系企業のグローバルリーダーに対するインタビュー調査から考
察する。それらを元に、ロシアの国民文化リストを作成し、その国民文化にどのように日本人グロ
ーバルリーダーが対応し、行動したら効果的なのか、リーダーシップ・コンピテンシー・モデルを作
成する。それによって、グローバルリーダーの効果的な選抜やトレーニング、異文化組織における
強い企業文化の形成といった課題解決の手がかりとなるインプリケーションを提示する。 
 
3. リサーチ・クエスチョン 
 
本論文におけるリサーチ・クエスチョンは、次の 3 点である。 
 
RQ1 「Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」が、日系グローバル企業にも適用できるか。」 
 下記の「8 つの掟」に沿ってロシアの文化を導き出していくと同時に、「8 つの掟」が日系
グローバル企業にもフィットするのか考察する。 
① 権威主義ではないリーダーシップを発揮せよ 
② 外国企業としての独自の文化を確立せよ 
③ 権限委譲は段階的に慎重に進めよ 
④ ロシアのルールを尊重しつつ、自己流も上手く通す 
⑤ 大目標は曲げず、柔軟に対処せよ 
⑥ 窮地に活を見出せ 
⑦ 腐敗は生活の一部、上手く対応すべし 
⑧ 人脈構築を図り、政府、行政機関と友好な関係の構築が必須 
  
RQ2 「日本とロシアにおいて、グローバルリーダーのコンピテンシーの活用度にどのような違
いがあるか。」 
同じ日系企業グループにおいても、事業展開する地域別に有効なグローバルリーダー
のコンピテンシーが存在するものと考えられる。ロシアにおける有効なコンピテンシーは
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何か。それらを適切な場面で意識的に活用することにより、より効果的なリーダーシップ、
マネジメントができるものと考える。 
 
RQ3 「本社の海外子会社戦略（本社志向・現地志向）によって、日系企業のグローバルリー
ダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデルに違いがでてくるか。」 
 事業展開する地域だけでなく、企業の海外子会社戦略によっても、グローバルリーダー
に期待する役割、志向する企業文化が異なってくるものと考える。それによって、グロー
バルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデルに違いがでてくるのだろうか。 
 
4. 本論文の構成と研究方法 
 
第 1 章では、日系企業のロシア市場の参入の歴史とその国際化の動機について考察する。ま
た、インタビュー及びアンケート調査を行った日系グローバル企業について紹介する。 
第 2 章では、先行研究から、企業を成功に導く要因としての組織文化の定義及び国民文化、
下位文化との関係、さらに組織文化形成のためのリーダーの役割について考察する。 
第 3 章では、Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」に沿って、その背景にあるロシアの国民文
化について、Hofstede モデルの調査、GLOBE の調査、Trompenaars= Hampden-Turner
［1993］他各種先行研究から考察する。また、日系グローバル企業の日本人グローバルリーダー
に行ったインタビューから、どの程度「8 つの掟」が日系グローバル企業にもフィットしているか検
討する。新しいロシア人と古いロシア人の違いについて検討した後、ロシアの国民文化リストを作
成する。 
第 4 章では、各種先行研究に見るコンピテンシーの定義について検討を行い、本論文におけ
る定義を明らかにする。また、ロシア人リーダーのコンピテンシー及びロシアの国民文化リストから
導かれる効果的なリーダーシップについて検討する。さらに、日系グローバル企業の日本人グロ
ーバルリーダーに行ったアンケート調査及びそれまでの議論を踏まえて、本論文の目的であるロ
シアにおける日本人グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデルを演繹的アプ
ローチから作成する。 
終章で、それまでの議論をまとめ、今後の研究課題を提示する。 
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第 1 章 
日系企業のロシア市場参入の歴史 
 
1. 本章の目的 
 
企業を国際化の動機について考察し、日系企業のロシア市場参入の歴史と傾向について考
察する。さらに、インタビュー調査及びアンケート調査を行った日系グローバル企業 6 社を紹介し、
本社志向と現地志向の 2 つに分類する。 
 
2. 日系企業の国際化の動機 
 
企業を国際化に駆り立てる要因は何であろうか。Bartlett=Goshal［1992］を参考にすると、日
系企業のみならず、外資系企業がロシアのマーケットに進出する理由として、次の 3 点が考えら
れる。 
 
1. 原材料を確保するため 
2. 人件費やインフラの安価な生産地に生産拠点を構えるため 
3. 新市場開拓のため 
 
日系企業で 2 の例は、2007 年にサンクトペテルブルクに第１工場を設立し自動車「カムリ」の生
産を始めたトヨタ自動車や、同じく 2009 年にサンクトペテルブルクに工場を設立した日産自動車
の例が挙げられるが、両社とも単に生産拠点としてではなく、製造した車をロシアで販売し、またヨ
ーロッパ方面にも輸出することがロシア進出の目的である。ロシアには日本より安価な労働力、イ
ンフラが存在するが、他の新興国（中国、インド、東欧）の労働力ほど安価ではないため、2 が単
独でロシア進出の理由になったとは考えにくい。1、3 は単独の理由として考えられるが、2 は 3 と
の複合のパターンであろう。  
上記の3点は、初期の国際化の動機として、グローバル化戦略を下支えする新しい動機に対し
て、従属的な存在になったとされる。新しい動機は、海外事業に対する認識が、国内ビジネスにと
16 
 
っての戦略的、組織的に付属物にすぎなかったことから、国際経営に伴う大きな優位性へと変わ
ってきたことにより、自社の戦略を今までよりも世界規模で統合された視点から見直すことになっ
た結果である。それらは下記の 3 点である。 
 
1.  規模による経済性の追求 
2.  R&D コストの高騰 
3.  製品ライフサイクルの短縮 
 
現在ロシアに参入している日系企業が、どの程度新しい動機に影響されたのかは定かではな
いが、自動車会社については、新しい動機の1、電機メーカー等については3の要素が考えられ
る。グローバル人材マネジメント研究会の報告書［2007］によると、日系企業の海外展開の在り方
は、欧米企業の国際展開とは異なる特徴をもつ。それは、安価な労働力を海外に求め、その後市
場を開拓していく生産拠点型のグローバリゼーション、製造業を中心に展開してきた。その際、オ
ペレーションに優れた日本式の生産拠点を展開するという発想がとられたため、現地市場にカス
タマイズした経営方式の適用、製品・サービスの開発を行うよりも、まずは日本国内の生産方式を
移植することに力が注がれた。 
安保ら［1991］は、適用と適応の視点から日系製造業の日本的経営・生産システムがアメリカに
移転可能かどうか比較調査を行っており、自動車業界は適用寄りであったとしている3。また、現
地における企業間の取引関係についても、基本的に日本的な企業協力のネットワークが形成さ
れてきた。日系自動車メーカーの進出に追随する形で、多くの日系サプライヤーが同地に進出し、
日系自動車メーカーは部品の多くをこれらの協力企業から調達するという、日本国内と類似した
サプライヤーネットワークが形成されることが多い。 
Bartlett=Goshal［1992］も同様の指摘をしており、効率と規模を重視した生産設備を海外に
拡大させていくことにより、コスト上の優位性と製品の品質保証が重視され、その結果、製品開発、
現材料調達、製造に向けて中央による厳しいコントロールが行使されたとしている。Berger
［2005］によると、アメリカ企業は、国内での生産を減らし、中国へアウトソーシングする方法を好
むが、日系企業は、生産の工程をできるだけ国内に残し、中国での生産も子会社に託すというは
っきりした志向を持っている。このような日系企業の海外進出の在り方は、進出先において現地の
                                               
3 家電メーカーは適応寄り、半導体は中間と、全てが適用ではない。 
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産業の視野を広げ、競争力を強化する上で多大な貢献を果たしてきた一方、人材マネジメントに
関しては、現地人材の活用を遅らせる方向に働いてきたともいえる。日本の生産方式の移植と関
連企業との協力が主たる課題となるため、情報流通が本社から現地法人へ、また、日本人派遣者
から現地人材への片道通行となりがちなため、現地人材への権限委譲が進まなかったり、現地の
企業間関係でも相互に日本人が窓口となることが多く、直接地場系企業を顧客ないし調達企業と
する場合に比較して、現地人材を活用する必然性を低下させてきたことが想定される［グローバ
ル人材マネジメント研究会の報告書2007］。 
白木［2006］の調査によると、日本人派遣者の派遣理由として「取引先の交渉相手が日本人だ
から」を挙げた企業が多く、時系列で見ても減尐していない。実際に、Tung［1982］の調査による
と、日系グローバル企業は、ミドル・マネジメント以上のレベルで、欧米企業より本国出向者が多
いことが明らかになった。これは、対ロシアについても共通である。 
 
3. 日系企業のロシア市場参入の歴史 
 
日系製造業の国際進出型のモデルが最近になるまでロシアで展開されなかった理由は、主に
政治的な問題、法律や税制の不透明さ、他に優先度の高い国や地域が常に存在していたことが
考えられる。「日本企業の主なロシア進出事例［2008］4」を資料として、実際に日系企業がロシア
に進出していった歴史と傾向をみていきたい。現地の販売代理店と契約する形ではなく、実際に
子会社を設立する形態で進出した例である。この資料では、1987 年に日ソ合弁企業第 1 号を設
立した大陸貿易の事例から、2008 年までの間で、現在も稼動している合弁、100％出資、委託生
産の形で、ロシアに進出した 149 例の日系企業の事例が紹介されている。その間の 22 年間の歴
史を 4 つに区切り、ロシアに進出した日系企業の業種、ロシアでの進出先、現地に設立した企業
の役割に分類して傾向をみる（表 2）。 
ソ連邦崩壊前後の黎明期は、大陸貿易、日ソ貿易、ニチメン、豊田通商などの専門商社が進
出企業の中心であり、木材や水産物の加工など資源や原材料の日本向けの輸出、現地での小
規模な販売、サービスが中心の事業であった。 
                                               
4 日露投資フォーラム日本側事務局提供資料 「日本企業の主なロシア進出事例（合弁、100％出資、委託生産など）」 
（社）ロシアNIS貿易会［2008］ 
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1993 年以降になると、伊藤忠商事、日商岩井、丸紅、住友商事、三菱商事、三井物産の大手
商社が一斉にロシアに進出し、現地に輸入・販売を手がける会社を設立していった。日本電気、
横河電機、日立製作所、東芝、松下電器など大手電機メーカーがロシア進出を始めたのは 1997
年以降のことであり、生産、販売、サービスの拠点を築いていった。金融業のロシア進出はそれほ
ど活発ではなかった。1999 年にみちのく銀行が邦銀ではじめて認可を得てロシアに進出して以
降、2006 年に三菱東京 UFJ、2007 年に野村ホールディングと数えるほどしか例がない。最近、
最も活況を呈しているのは、自動車産業である。2000 年初頭に、トヨタ自動車や日産自動車、ホ
ンダが輸入販売会社を設立したが、2007 年にトヨタ自動車が日本の自動車メーカーで初めてロ
シアで生産を開始したのに続き、日産自動車、いすゞ自動車をはじめ、自動車部品メーカーも現
地生産を開始している。2005 年以降は大手電機メーカーが相次いで販売拠点として、また生産
及び販売拠点としてロシアに進出してきている。 
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表 2  ロシア市場に参入した日系企業の業種、進出先、目的 
1987-1992年  専門商社がロシア市場を開拓
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （1） モスクワ  （10） 資源調達  （7）
メーカー  （1） サンクトペテルブルク  （0） 製造・販売  （1）
商社  （14） 極東地域  （9） 販売・サービス  （15）
その他サービス業 （7） その他  （4） 出資のみ  （0）
合計  （23）
1993-1998年  大手商社、メーカーの進出が始まるも、合弁や孫会社が中心で、業態も販売が中心
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （0） モスクワ  （19） 資源調達  （1）
メーカー  （15） サンクトペテルブルク  （3） 製造・販売  （6）
商社  （13） 極東地域  （9） 販売・サービス  （25）
金融  （3） その他  （4） 出資のみ  （3）
その他サービス業 （4）
              合計  （35）
1999-2004年  自動車メーカーが販売拠点を設ける。邦銀としてはじめて、みちのく銀行が進出。
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （1） モスクワ  （16） 資源調達  （2）
メーカー  （10） サンクトペテルブルク  （0） 製造・販売  （2）
商社  （9） 極東地域  （9） 販売・サービス  （23）
金融  （1） その他  （3） 出資のみ  （1）
その他サービス業 （7）
              合計  （28）
2005-2008年  トヨタをはじめ、自動車メーカー他が、現地に製造・販売拠点を築く。
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （1） モスクワ  （35） 資源調達  （3）
メーカー  （36） サンクトペテルブルク  （10） 製造・販売  （18）
商社  （7） 極東地域  （6） 販売・サービス  （36）
金融  （6） その他  （12） 出資のみ  （6）
その他サービス業 （13）
              合計  （63）  
出所： 日本企業の主なロシア進出事例［日露投資フォーラム日本側事務局, 2008］から、筆者作成 
 
ロシアへのビジネスの展開は、生産のためのコストダウンという目的は当てはまらない。現地市
場開拓の目的、または関連企業・重要顧客に追随することの 2 点が大きな目的といえる。現地企
業の買収、欧州へのアクセスの拠点といった例はまだ尐ないが、ロシア市場のインフラの充実や
需要の拡大がさらに進むにつれて、Bartlett=Goshal［1992］の新しい動機、「規模による経済
性の追求」、「R&D コストの高騰」、「製品ライフサイクルの短縮」がロシア進出の主要な動機とな
っていくことが考えられる。 
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4. 調査対象の日系グローバル企業 
 
筆者は、2009 年秋、ロシア駐在経験のあるグローバルリーダーに対して、インタビュー及びア
ンケート調査を行った。石油、メーカー（自動車、電機、建機）、商社、金融、サービス業など様々
な業種から、ロシア市場に進出している大手日系グローバル企業を調査対象としたが、結果的に
は、商社 4 社（総合商社の A 社と B 社、専門商社の C 社と D 社）、大手電機メーカーの E 社、
金融の F 社の合計 6 社から協力を得ることができた。それら 6 社のグローバルリーダー7 名に対
しインタビュー調査を行い、また、D 社を除く 5 社のグローバルリーダー9 名に対して、アンケート
調査を行った。 
インタビューの結果、ロシアの海外支社でも本社志向と現地志向の 2 つの種類があることが分
かった。この違いは、本社から見た組織の統合度合いや、経営資源の移転方法を反映させた戦
略の結果である。Bartlett=Gosharl［1989］は、海外で事業を行う企業について、グローバル統
合（I）の度合いとローカル適応（R）の度合いにより、4 つの類型（マルチナショナル企業、グロー
バル企業、インターナショナル企業、トランスナショナル企業）に分類している。安保ら［1988］は、
日本方式を海外現地に「適用」するか、現地のやり方に「適応」させるべく修正していくかという視
点で分類を行っている。Gupta=Govindarajan［1991］や Black et al.［1999］は、本社と海外子
会社との関係について、情報の親会社・子会社間の流出入を軸に４つの基本的類型に分類して
いる。本論文では、より単純に、適用型の本社志向と適応型の現地志向の 2 つに分類する。 
A 社と E 社は、現地の日本人比率が高く（A 社は 15 名、全体の 30％、E 社は 20 名、全体の
5％）、マネジメントの多くは日本人である。日本本社から製品や情報が流入し、日本の企業文化
を現地に導入しようとしていることから、本社志向といえる。 
一方、C 社と D 社は、現地の日本人比率が低く（C 社は、モスクワに 3 名、サンクトペテルブル
クに 1 名のみ。副社長、部長にもロシア人を登用しており、モスクワに設立当初はロシア人社長で
あった。D 社も同様に日本人駐在員はごく尐数である。）、ロシアとロシア語に精通した駐在員で
構成されている。企業文化や日々のオペレーションも現地志向であり、適応が進んでいるといえ
る。 
その混合が、B社である。日本人駐在員は20人（全体の22％）と日本人比率は高く、その半数
はロシア語が話せないが、日本本社からのコントロールの程度は低い。ルーチンワークは尐なく、
いかに新しいビジネスを創り出すかが現地企業のミッションであり、日々のオペレーションは現地
志向といえる。 
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F 社は、ロシアにおける現地法人が銀行免許を取得したばかりであり、現地のマネジメントは日
本人が中心である。また、ターゲットの顧客も現地日系企業である。ローカルスタッフのマネジメン
トはまだうまくいっていない。雇用の流動性が高く、優秀な人材が確保できていない。 
いずれのグローバルリーダーも、ロシア人スタッフと信頼を築き、効果的なコミュニケーションを
実践し、スタッフを動かすことによっていかに情報をとれるかが成功の鍵であるという認識で一致
しているものの、企業のタイプによって、組織内のロシア人に対する印象や、採用、人事方針にも
相違が見られた。 
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第 2 章 
組織文化と国民文化、文化形成のためのリーダーの役割 
 
1. 本章の目的 
 
企業に成功をもたらす要素として、企業文化の果たす貢献が大きいと序章で述べた。企業の
成功のためには、Zwell［2000］が指摘している「リーダーの示すコンピテンシー」、「従業員の示
すコンピテンシー」、「これらのコンピテンシーを育み、最大限に発揮させる企業文化の役割」の3
要素がいずれも重要になってくる。本章では、先行研究から企業文化、即ち組織文化について
考察し、組織文化と国民文化や下位文化との関係、さらに文化形成に関するリーダーの役割に
ついて考察する。 
 
2. 各種先行研究における組織文化の定義と本論文における立場 
 
文化の定義は、各方面から多義にわたる。文化は非常に便利な言葉であるが、曖昧でもある。
組織文化とは「怠け者の言葉」5［Alvesson 1993］であり、「文化とは全てを網羅するために簡単
に使われるが、それ故に何も説明できないトリッキーな概念である」6［Alvesson, 2003］。本論文
で取り扱う組織文化を中心に、文化の定義例について、（表3）にまとめた。 
 
表 3  文化の定義例 
Tylor [1871] 知識、信仰、芸術、道徳、法律、慣習、そして社会の一員として獲得されるその
他の一切の能力や習慣を含むその複合的全体 
Kroeber=Kluckhohn 
[1952] 
明示的かつ暗黙的、理性的かつ非理性的、あるいは無理性的な人間生活のた
めに歴史的に創造されたすべてのもの、すなわち人間の行動にとって常に潜在
的指針として存在するもの 
Bower [1966] どのように行動すべきかを示す 
                                               
5 a word for the lazy［Alvesson 1993］ p.3  
6 culture is a tricky concept as it is easily used to cover everything and concequently nothing ［Alvesson 
2003］ p.3 
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Geertz [1973] 人が経験を解釈し、行動を導く観点からみた意味の構造、また、社会的な相互
作用が発生する観点からみた意味やシンボルの秩序構造 
Eldridge=Crombie 
[1974] 
組織文化とは、規範、価値、信念、行動様式等のユニークな構成であり、 グル
ープや個人がまとまって物事を成し遂げるやり方を特徴づけるものである 
Triandis [1977] 人間の環境の中で人間によって創られた部分 
Peters=Waterman 
[1982] 
従業員達が持つ共通の価値観 
Deal=Kennedy [1982] 強い文化は、人は平常いかに行動すべきかを明確に示す、非公式なきまりの体
系である。自分たちに期待されていることが正確にわかっていれば、社員は各状
況でいかに行動すべきかを判断することができる 
野中 [1985] 組織に独特の「ものの見方」や「仕事のやり方」、つまり組織に共有された思考・
行動様式を企業文化（corporate culture）という 
VanMaanen=Barley 
[1985] 
一般的に直面する状況によって引き起こされる特定の問題に対処するために
人々の集団によって考案された解決法の集合 
Kilmann et al. [1985] 共同体を結合する共有された哲学、イデオロギー、価値、仮定、信念、期待、態
度、規範 
Gross=Rayner [1985] 文化とは、人々の共同体が世界を認知する共通の方法 
Douglas [1985] 文化とは静止的なものでなく、誰かが常に創り、認識し、表現するもの。人々があ
る基準を満たすように互いに強要することになる警告、言い訳、道徳的判断 
加護野 [1988] 組織文化とは、組織構成員によって内面化され共有化された、価値、信念、規範
のセットである 
Denison [1990] 一連のマネジメントの実践や行動を具現化し強化すると同様、組織のマネジメン
トシステムの基盤として機能する価値や信念、原則のこと 
Hofstede [1991] ある集団が他の集団と区別できるように精神を集合的にプログラム化したもの 
Ferraro [1990] 文化は、統合された全体として考える必要がある－すなわち、文化は首尾一貫し
た論理的システムであり、その構成部分は、ある程度相互に関係をもっている 
Schein [1992] 組織の成員によって共有され無意識のうちに機能し、しかも組織が自分自身とそ
の環境をどうみるかについて、基本的に当然のこととしてみなされた方法で展開
される基本的仮定や信念のこと 
上野 [1994] 企業文化とは、組織成員の共有する独自の理念や目標に基づく価値観と行動
様式の特質（=企業風土） 
高木 [1995] 組織自らが活動の仕方や規則の体系をつくりだしているもの 
Gibson [2000] 態度、信念、価値や行動の共通のシステム 
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Elsmore [2001] 行動を導き、シンボリックな形で表現、再生産、伝達される共有され、学習された
経験、価値、理解の集積 
Seel [2001] 組織文化は、ある環境と共に組織成員間で価値、意味、作法について 継続した
情報交換の結果現れ出たもの 
坂下 [2002b] 組織シンボリズム論における組織文化とは、共有された意味体系やシンボル体
系である。シンボルの意味が共有されるとき、その共有された意味体系、その媒
体であるシンボル体系が組織文化である 
Soley [2003] 認知と価値が共有されたシステム、若しくは認知と価値の特定のシステムを共有
しているグループ、さらにそのグループから派生した信念と基礎的な前提を共有
されたサブ・グループ 
 
以上のように、組織文化の研究は多くの研究者によって展開されており、組織文化を分析する
視点は様々であり、また、様々なタイプに組織文化は分類され研究されている7。 
出口［2004］によると、組織文化論においては組織文化とリーダーシップとの関係がさかんに議
論されており、リーダーのもっとも重要な機能は組織文化の創造や変革であると主張されている。
筆者も、序章の問題意識の中で、文化を創造し維持する役割としてリーダーを描いているが、リー
ダーは文化に関与しないと主張する研究者もいる。その相違は、組織文化の分析の視点、研究
目的の違いによって生じるものである。出口［2004］や四本［2005］は、4 つに組織文化の分析に
ついて分類しているが、大きくは、機能主義と解釈主義とに 2 つに分類することができる［坂下 
1999］。 
機能主義的な組織観においては、組織は環境に適応して変化していく有機体もしくは目標達
成のための手段や機会のようなものであり［出口］、組織文化はそのような組織を編成する変数の
1つであり、組織がもっているものである8。よい文化をもつ組織がよい結果を生み出すとされる［坂
口］。つまり、組織にとって普遍的で理想的な文化が存在し、その組織文化はマネジメント可能で、
且つ組織が重視すべき戦略的要因としてとらえられている。よって、変革対象となる文化と理想的
な文化との差を把握するため文化の測定方法が開発され、理想的な文化に近づけるために管理
                                               
7 組織文化モデルの代表的な例としては、形式化（Formalization）と中央集権化（Centralization）の強弱の視点か
ら分類した Handy［1985］、パワー(Power)、役割(Role)、タスク（Task）、人（Person）に分類した Harrison［1987］や、
関与（involvement）、整合性（consistency）、適応性（adaptability）、ミッション（mission）に分類し、文化特性と効
率性の観点から研究を行った Denison=Mishra［1995］、そして、会社の活動に伴うリスクの程度と、意思決定や結果
が現れる速さの視点から、よく働きよく遊ぶ文化（Work-Hard Play-Hard）、タフガイ、マッチョ文化（Tough-Guy 
Macho）、手続きの文化（Process）、会社を賭ける文化（Bet-Your Comapny）に分類した Deal=Kennedy［1982］ら
がある。 
8  “culture is something an organization has” ［Smircich 1983］ p.347 
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者のリーダーシップが要請される、という考え方であり、文化の変革に関してリーダーの影響を重
視している［坂口］。 
一方、解釈主義的な組織観においては、組織は組織のメンバーによって主観的に構成された
社会的な実在であり［出口］、組織文化は組織そのもののメタファーであり、組織そのもののありよ
うであるとされる9。組織文化は、組織を構成する諸要素に組み込まれているわけではなく、調和し
ているという前提はない。また、組織文化はリーダーによって一方的に押し付けられるものではな
く、フォロワーを含めた組織のメンバーの解釈活動によって形成されるものである［出口］。リーダ
ーの関与については、複数の意見がある。Hatch［1993］は、組織文化は相互作用によって形成
されるものであり、リーダーが一方的に文化に関与するのではなく、リーダーの行動の成果物、ア
ーティファクツをフォロワーがシンボル化し、解釈行為を通じて主体的に文化を形成していくと考
えた。アセスメントが難しく、関与が断片化され、行為と成果間の結びつきがあいまいな状況下で
は、シンボリックアクションが重要になってくる。マネジャーが組織の成果に対して与える影響力は
限定的であり、その役割は、組織の活動を説明し、またその意味を生成する正当化もしくは理由
付けを提供することが求められるとしつつ、シンボルをマネジすることによって組織文化をコントロ
ールすべきとしている［Pfeffer 1981, Feldman 1986］。 
出口によると、機能主義については、いくつかの問題点が指摘されていた。それらは、組織に
おけるコンフリクトや下位文化10の存在を十分に説明することができないこと、組織文化の潜在的
漸進的な変化を説明することができないこと、組織のメンバーがものごとを主体的に解釈し行動す
るという側面が軽視されていること、その結果として組織のメンバーがいかにして状況に応じて柔
軟に行動するのかを説明できないことである。そして、Young［1989］のフィールドワークを中心と
した解釈主義的な方法により、組織文化は組織のメンバーによって主体的に構成されるものであ
り、また、組織には複数の下位文化があり、組織のメンバーの行動に大きな影響を及ぼしているこ
とが実証された。 
Martin=Meyerson［1987］は、機能主義や解釈主義といったパラダイムは、研究者が組織文
化とはどのようなものかを理解し、解釈するための主観的な観点であり、どのパラダイムが客観的
に正しいということはなく、組織文化を完全に理解するためには、マルチ・パラダイム・アプローチ
                                               
9 “culture is something an organization is” ［Smircich 1983］ p.347 
10 下位分化（サブカルチャー）とは、「お互いに定期的に相互作用を行い、自分たちを組織の中の別個の集団だと認
識し、自分たち全体の問題を共有し、自分たち固有の集団的理解に基づいたルーチンな行為を執る組織成員の部分
集合」である［VanMaanen=Barley 1985］。 
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によって3つのパラダイム11をすべて使い分ける必要があると主張している。また、
Schultz=Hatch［1996］も、マルチパラダイムを通して、解釈主義と機能主義両方のパラダイム間
を同時に認識しながら組織文化を分析することを主張した。 
文化は、本社企業やグローバルリーダーの視点から見るか、組織のメンバーの視点から見るか
で異なってくる。研究目的に応じて、機能主義、解釈主義双方のアプローチはともに必要である。
企業に成功をもたらす要素として、企業文化の果たす役割は、その大きさは別として存在すること
に疑いはない。筆者は、組織文化の創造、変革には、リーダーと組織のメンバー双方が関与を持
つものと考える。リーダーが組織文化の創造、変革のために組織のメンバーに対し働きかけを行
っても、組織のメンバーが積極的に関与しない限り、効果は限定的なものに終わる。さらには強い
下位文化が形成され、モラールの低下さえ引き起こしかねない。従って、組織文化の変革は、相
当困難なものになるといえる。 
リーダーの価値観と組織のメンバーの価値観が一致し、且つ組織のサイズが小さければ、文化
は一枚岩となる可能性は強い（それが企業の永続性を担保するものではないが）が、組織のサイ
ズが大きくなり、また拠点が増え、さらに海外でオペレーションを展開するようになると、様々な下
位文化が発生しやすくなると考えられる。特に、異文化の環境では、共通の組織文化を有してい
ても国民文化が反映した下位文化が発生しやすく、組織文化と国民文化が合わさって、ユニーク
な組織的下位文化が生み出されるという指摘がある［Jackson=Schuler 2005］。 
ロシアで展開する多くの日系企業のように小規模で歴史の浅い異文化組織の場合、グローバ
ルリーダーの志向によって下位文化の要素の大きさが決まってくるのではないだろうか。グローバ
ルリーダーが適用モデル、本社志向であれば、本社の支配的な組織文化と現地の下位文化との
間に断絶が生じやすくなる。反対に、適応モデル、現地志向であれば現地の国民文化を反映し
た下位文化が支配的になり、本社から見た場合の当下位文化が現地組織の支配的な文化にな
ることが考えられる。また、グローバルリーダーが組織のメンバーに対して、積極的な関与をとらな
ければ、組織文化はメンバーによって形成される文化、下位文化が支配的になるであろう。組織
文化は、このように異文化環境では不安定になりやすい。Trompenaars=Hampden-Turner
［1993］は、組織文化は組織が不安定化しないように維持されなければならず、その責務はリー
ダーにあるとしている。 
筆者は、組織文化の形成にはリーダーと組織のメンバー双方の関与が必要との考えながら、機
                                               
11 統合(integration)パラダイム、分化(differentiation)パラダイム、あいまい(ambiguity)パラダイム 
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能主義に則りつつ、組織のメンバーの国民文化、コンピテンシーに配慮したリーダーシップの発
揮によって、より強い組織文化が構築できることが可能と考える。 
 
3. 組織文化と国民文化の関係、リーダーの役割 
 
強い組織文化とは、人が平常いかに行動すべきかを明確に示し、また、仕事を楽しくし、社員
を熱心に働かせるものである［Deal=Kennedy 1982］。共有化された組織文化は、メンバーに組
織がどこへ向かっているのか、また、どのように自分自身をフィットさせていくかを知る手助けとなる。
文化は人を動かすものであるため、リーダーは強い文化の価値を認め、それを築いていかなけれ
ばならない。組織のメンバーこそ企業にとって最も重要な資産であり、Deal=Kennedy は、組織
のメンバーの管理はその行動を方向づける文化を利用して行うべき、と主張している。 
組織文化は、一つの企業に一つだけ存在するものではなく、それらが混合的に寄せ集めの構
造をしており、組織内に様々な下位文化が存在している。下位文化が大きくなれば破壊力を持ち
かねないが、強い文化の会社では、問題を引き起こすことはない。下位文化を全体的な企業文
化と調和させ妥協させることは、リーダーの重要な任務である。その組織文化の発生に大きな影
響を与えるのは、その組織が置かれている経営環境である。企業文化は、企業がその環境で成
功するために必要とするものを現しており、ビジネスがグローバルに展開されると、この環境の複
雑さが増す。複雑さが増せば、組織の形や規則も適応させる必要があり、また、組織内部でもモノ
カルチャーの組織にはなりにくく、国民文化を反映させた下位文化が発達するマルチカルチャー
の構造になる可能性が高い。グローバルリーダーは、このような複雑なマルチカルチャーを管理
する技術を身につけなければならないといえる。 
その複雑な環境下、つまり異文化マネジメント12の環境の中では、相手国の従業員や顧客を理
解するために国民文化の理解が必要となるが、国民文化と組織文化との関係はどのようなもので
あろうか。Hofstede［1991］は、国民文化と組織文化はレベルの違う現象であると考えた。国民レ
ベルでの文化の違いは、慣行（practice）の違い以上に価値観（values）の違いによるもので、組
織レベルでの文化の違いは価値観の違い以上に慣行の違いによるものであると説明している。国
民文化は人間が幼い頃から家庭や学校といった社会化の場を経てプログラムとして組み込まれ
ており価値観に根ざす部分が大きいのに対し、組織文化は職場での社会化を通じて学習される
                                               
12 国境や文化的境界線を越えてグローバルビジネス活動をする際に生じる、様々な文化的プレッシャーやプル、コン
フリクトをマネジし、異文化ダイナミズムのビジネス活動への悪影響を最小化する経営的対応［太田 2008］ 
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もので慣行と強く結びついているものである。 
一方、そのような国民文化と組織文化の明確な区分の考えは、Peters=Waterman［1982］を
はじめとする多くの組織文化論の主張とは異なっている。それは、組織文化は組織のメンバー間
に共有された価値観を中核としてみなしているというものである。佐藤［2008］は、国民文化と組織
文化は明確に切り離されるものではなく、どちらも同じレベルにあり互いに関連するものであると考
えるのが妥当であろう、と主張している。Hofstedeは組織レベルでの慣行の違いをもたらす原因
については触れておらず、「たまねぎ型モデル」から考えれば、慣行の違いをもたらすものは、そ
のコアである価値観と考えるのが妥当である。文化は慣行のみで成り立つことはありえず、コアと
しての価値観を必要とするのであれば、組織文化にも価値観があると考えるべきである［佐藤］。
高橋［2003］は、Hofstedeが行ったIBM社の調査は、国民文化についての調査ではなく、企業
には文化があり、同じ企業内でも本社の組織文化と現地支社の組織文化には差異が見られた、
と解釈する方がよいのではないか、と述べている。筆者も、「尐なくとも経営学の領域で、組織の競
争力の源泉として、あるいは組織行動の要因として文化を扱う限りにおいては、厳密な線引きにこ
だわるのではなく、国民文化の要素も含めて対象とする組織の組織文化と捉えるべきだろう。」
［佐藤 2008］という主張に同意である。組織文化は一つの企業に一つだけ存在するものではなく、
小集団毎に存在することもありうる。国民文化の上に組織文化が現れるのではなく、組織文化の
中に国民文化や下位文化の要素が含まれるとした方が、国民文化と組織文化を明確に区別する
よりも自然であると考える。 
それでは、リーダーの役割は何であろうか。組織は、自然発生的に生まれるものでなく、ビジョ
ンをもったリーダーによって創造されるものである。Schein［1985］によると、組織の初期の段階で
は、リーダーは自らの基礎的な前提のために闘い、それが実行されるように植え付けを行うことが
必要になる。また、Scheinは、リーダーが行う真に重要な唯一の仕事は，文化を創造し、管理す
ることであり、文化の普及はリーダーによって形成されると述べている。このリーダーによる組織文
化の創造や管理がうまく働かないと、国民文化や小集団のリーダーの影響を受けた下位文化が
支配的になっていき、組織全体の安定を失いかねない。 
Scheinと同様の視点から、文化を形成し変革する役割のリーダーとして、Kotter［1982］、
Bennis=Nanus［1985］、Tichy=Devanna［1986］らがパフォーマンスをあげている企業経
営者へのインタビュー調査を行って明らかにしたことは、組織文化はリーダーの行動によって
創造され、また、リーダーによって植え付けられ、強化されるものである、ということである。 
日系企業がロシアに進出する際、日本本社のやり方や仕組みをそのまま現地に適用しようとし
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てもうまくいかないこともあるだろう。Schein［1985］は、文化の本質は深層部分にあたる基本的仮
定にあるとしている。つまり、表層上のアーティファクツを構築するだけでは組織のマネジメントは
うまく機能せず、その奥にある価値観、あるいはさらに深層の基本的仮定を創り上げ、または変更
しない限り、組織のメンバーの行動に根本的な変化は起こらない。価値観や基本的仮定に影響
を与えることによって、強い組織文化が構築されていくものと考える。 
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第3章 
ロシアの国民文化 
 
1. 本章の目的 
 
第2章では、国民文化と組織文化、また、リーダーの役割について考察した。リーダーは、ロシ
アの国民文化に配慮したマネジメントを行いながら、強い組織文化を形成していく必要がある。そ
れでは、どのようにマネジしていったらよいのであろうか。Fey=Shekshnia［2007］は、36の欧米
の外資系企業について15年かけて調査した結果、欧米の外資系企業がロシア市場で成功する
ための「8つの掟」を見出した。それら「8つの掟」について、ロシアの国民文化の視点から考察す
る。具体的には、Hofstedeモデルの調査、GLOBEの調査、Trompenaars=Hampden-Turner
［1993］の国民レベルにおける文化差の研究等の先行研究から、「8つの掟」の文化的背景やそ
の妥当性を検討する。また、筆者が2009年秋にインタビュー調査を行った日本人グローバルリー
ダーの実際の経験から、「8つの掟」について検討する。それらを総合的に検討し、ロシアの国民
文化リストを作ることが本章の目的である。 
 
2. 国民文化に関する先行研究のモデル 
 
Hofstedeモデルの調査、GLOBEの調査、Trompenaars=Hampden-Turnerの国民レベル
における文化差の研究とは、以下の内容である。 
 
Hofstede［1991］は、世界各国における文化の違い、価値観の違いを明らかにすることを目的
とし、IBM社の世界50カ国の地域において、アンケート調査を行った。その結果、権力格差
（Power Distance）、集団主義対個人主義（Collectivism v.s. Individualism）、女らしさ対男ら
しさ（Femininity v.s. Masculinity） 、不確実性の回避（Uncertainty Avoidance）の4つの次
元を明らかにした。また、後に、23カ国の国籍からなる大学生を対象に中国的価値観の調査を行
った結果、長期的志向対短期的志向（Long-term Orientation v.s. Short-term Orientation）
の次元を明らかにした。 
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ロシアは、Hofstedeが調査を行った1980年代当時はソ連時代であったため、調査対象とはな
らなかったが、1990年以降、同様な調査が複数の研究者によって行われた（表4）。 
 
表 4  Hofstede モデルの各種調査 
調査時期 研究者 調査対象者 調査値
1989.10 Bollinger 上級管理職、55人 モスクワ
1989～1990 Fernandez 1236人 －
1992.7 Veiga et al. マネジャー、170人 －
1993 夏 Elenkov マネジャー、64人 モスクワ、ペテルブルク
1991～1999 Mirty=Bradley 民間企業、5４00人 ロシア、ウクライナ、ベラルーシ
1995.10～1996.6 Naumov=Puffer 様々な年代・職業、250人 ロシア各地
 
出所： 筆者作成 
 
（表4）のロシアに関するHofstedeモデルの各種調査の数値と、Hofstede［1991］による日本、
アメリカの数値との比較をまとめた（表5）。HofstedeもWebpageに、推定値（Estimated Value）
としてロシアに関する数値を挙げている。 
 
表 5  Hofstede モデルの比較（ロシア、日本、アメリカ） 
個人主義 権力格差 不確実性の回避 男性らしさ 長期的志向
Bollinger [1994] 26 76 92 28
Fernandez [1997] moderate low high high moderate high
Veiga et al. [1995] moderate high high low low
Elenkov [1997] 40 89 87 50
31 43 103 -5 24
41 40 68 45
Hofstede 注1 47 95 75 40
日本  注2 46 54 92 95 80
アメリカ 注2 91 40 46 62 29
Mirty=Bradley [1999]
Naumov=Puffer [2000]
 
出所： 注1 http://www.geert-hofstede.com/hofstede_dimensions.php 
      注2 Hofstede［1991］ 
 
32 
 
GLOBE（Global Leadership and Organizational Behavior Effectiveness Research 
Program）は、ウォートン大学の House 教授が率いたプロジェクトで、62 カ国の国民文化につい
て世界中 951 の機関の 17,000 人のマネジャーから集めたデータを元に定量分析したリサーチプ
ロジェクトである。GLOBE は、社会的文化（国民文化）と組織文化両面について、9 つの基本的
文化特性、カルチャー・ディメンションについて検証し、それらがどのように 62 の社会的文化（国
民文化）において影響をもっているか検証している。それら 9 つの基本的文化特性とは次のとおり
である。 
・ 不確実性の回避（Uncertainty Avoidance）：社会や組織、集団が、不確実性を回避するた
めに、確立された社会的規範や儀式、手続きに依拠している程度 
・ 権力格差（Power Distance）：集団のメンバーが、権力が不均等に偏っていることに期待し、
許容する程度 
・ 制度的集団主義（Institutional Collectivism）：組織や社会が制度的若しくは社会的な集
団行動を促す程度 
・ グループ内集団主義（In-Group Collectivism）：人々が自らの組織や家族の中で、自尊心、
忠誠心、一体感を表現する程度 
・ ジェンダー平等主義（Gender Egalitarianism）：組織や社会が、性役割の違いを最小限に
し、男女の平等を促す程度 
・ 自己主張（Assertiveness）：人々が、社会的関係において決意が固く、自己主張し、挑戦的
で、攻撃的である程度 
・ 未来志向 （Future Orientation）：人々が、将来の計画や投資、時間が経ってから得られ
る満足といった未来志向の活動にかかわっている程度 
・ 業績志向（Performance Orientation）：組織や社会が集団のメンバーに、業績や卓越性を
向上することを奨励し、それに報償を与える程度 
・ 人間志向（Humane Orientation）：文化が、他人に対して公正、自己犠牲的、寛容で、優
しく、親切である程度 
 
ロシアにおける GLOBE の調査は、Gratchev を中心として、1995 年から 1996 年にかけて行
われた。電気通信業界、食品加工、金融業界のマネジャーや経営者ら合計 450 人がその対象と
なった。ロシア、日本、アメリカの比較について、現状実践している価値（As Is）と理想としている
価値（Should Be）について、それぞれ比較を行った（表 6）。 
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表 6  GLOBE の数値比較（As Is と Should Be） 
ロシア Rank 日本 Rank アメリカ Rank
業績志向 3.39 C 4.22 B 4.49 A
未来志向 2.88 D 4.29 B 4.15 B
ジェンダー平等主義 4.07 A 3.19 B 3.34 B
自己主張 3.68 B 3.59 B 4.55 A
制度的集団主義 4.50 B 5.19 A 4.20 B
グループ内集団主義 5.63 A 4.63 B 4.25 C
権力格差 5.52 A 5.11 B 4.88 B
人間志向 3.94 C 4.30 B 4.17 C
不確実性の回避 2.88 D 4.07 C 4.15 B
ロシア Rank 日本 Rank アメリカ Rank
業績志向 5.54 D 5.17 E 6.14 A
未来志向 5.48 B 5.25 B 5.31 B
ジェンダー平等主義 4.18 B 4.33 B 5.06 A
自己主張 2.83 C 5.56 A 4.32 B
制度的集団主義 3.89 D 3.99 C 4.17 C
グループ内集団主義 5.79 B 5.26 C 5.77 B
権力格差 2.62 C 2.86 C 2.85 C
人間志向 5.59 B 5.41 B 5.53 B
不確実性の回避 5.07 A 4.33 C 4.00 C
As Is
Should Be
 
 
また、Trompenaars=Hampden-Turner［1993, 1997］は、30 社のグローバル企業が展開し
ている 50 カ国について、それぞれの国から最低 100 人以上の社員を対象に合計約 15,000 人
のマネジャーから、7つの文化カテゴリーに関する調査を行った。7つの文化カテゴリーは、次のと
おりである。 
 
・ 普遍主義（Universalism） / 個別主義（Particularism）：規則対人間関係 
・ 個人主義（Individualism） / 共同体主義（Communitarianism）：個人対集団 
・ 感情中立的（Neutral） / 感情表出的（Affective）：感情表出の範囲 
・ 関与特定的（Specificity） / 関与拡散的（Diffusion）：関与の範囲 
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・ 達成型地位（Achievement） / 属性型地位（Ascription）：地位が付与される方法 
・ 順次的（Sequential） / 同期的（Synchronous）：時間管理の方法 
・ 内的志向（Inner-directed） / 外的志向（Outer-directed）：自然との関わり方 
 
同じく、ロシア、日本、アメリカの比較を表にした（表7） 
 
表 7  Trompenaars=Hampden-Turner の文化カテゴリーの比較（ロシア、日本、アメリカ） 
ロシア 日本 アメリカ
普遍主義 / 個別主義 個別主義 ミックス 普遍主義
個人主義 / 共同体主義 個人主義 共同体主義 個人主義
感情中立的 / 表出的文化 感情表出的文化 感情中立的文化 ミックス
関与特定的 / 拡散的文化 関与拡散的文化 関与拡散的文化 関与特定的文化
達成型 / 属性型地位 属性型地位 属性型地位 達成型地位
順次的 / 同期的 同期的 同期的 順次的
内的志向 / 外的志向 外的志向 外的志向 内的志向
 
 
ロシアの文化カテゴリーについては、次のような理解になる。 
・ 個別主義文化であり、焦点は規則よりも人間関係にある。 
・ 個人主義文化であり、多用するのは「私」を主張とする表現であり、意思決定は代表が行う。 
・ 感情表出的文化であり、自分の考えや感情を言語媒体と共に非言語媒体を用いて表に出
す。 
・ 関与拡散的文化であり、人間関係を作る場合、間接的で、肝心な点の周辺を回る。 
・ 属性型地位文化であり、組織内での自分の地位を明らかにするため、肩書きを広汎に使う。 
・ 同期的文化であり、同時に複数の活動をし、約束時間は大まかで、重要な人物に時間を与
える。 
・ 外的コントロール志向的文化であり、柔軟で、進んで妥協し、平和を保とうとする。 
 
Trompenaars=Hampden-Turnerによると、ロシアと日本の文化カテゴリーは類似しているも
のが多い。相違点は、ロシアの「個人主義」と日本の「共同体主義」、そしてロシアの「感情表出
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的」と日本の「感情中立的」文化である。 
 
また、筆者は、ロシアに進出している大手日系企業の内、商社、メーカー、金融業界から、合計
6社のグローバルリーダー7名に対してインタビュー調査を行った。インタビューの対象としたグロ
ーバルリーダーは、日系企業のロシア拠点での勤務経験があり、ロシアでのビジネス環境におい
て、異文化組織のマネジメントを経験してきたミドル以上のマネジャーである13。 
 
3. Fey1. 権威主義ではないリーダーシップを発揮せよ 
（Practice authoritative, not authoritarian, leadership） 
 
「ロシア人は強いリーダーを好む。しかし、それは実力、指導力を発揮し、信頼と権威を得たリー
ダーである。ハンズオフのマネジメントスタイルは、しばしば弱さと誤解される。」 
 
文化の側面からは、ロシアの権威主義、権力格差の大小について検討する必要がある。
Hofstede［1991］によると、権力格差（Power Distance）とは、「それぞれの国の制度や組織にお
いて、権力の弱い成員が、権力不平等に分布している状況を予期し、受け入れている程度」であ
る。権力格差の大きな組織では、権力が尐数の人たちに集中しており、上司と部下との不平等の
程度が大きいため背の高い階層構造が形成される。そこでは、地位を表すシンボルは受け入れ
られる。他方、権力格差の小さい組織では、部下も上司も、お互いに平等な存在であると考えて
いる。上司の階層上の役割は部下に対して不平等ではあるが、それは制度上の便宜的な取り決
めでしかない。このため組織は分権化されていて、階層構造はよりフラットなものになる。部下は
上司からタイトに監視されることを嫌い、決定への参加を求める民主的な上司が理想とされる。部
下と上司の感情的な隔たりは相対的に小さく、部下はかなり気楽に上司と接し、反対意見も述べ
る。そこでは、地位を表すシンボルは不評をかうことになる。 
ロシアに対する複数の Hofstede モデルの調査では、その結果にばらつきが見られた。
Fernandez［1997］の調査では、全ての調査対象国の中でロシアが最も高い数値になった。マネ
                                               
13 Bartlett=Gosharl［2003］は、多国籍企業の現場の業務に従事するマネジャーをグローバルマネジャーと称し、そ
の職務によりビジネスマネジャー、カントリーマネジャー、ファンクショナルマネジャーの 3 タイプに分類しており、高橋
［2005］も同様の分類をしている。永井［2005］は、グローバルマネジャーが、国際的な経営活動に携わる多様な人材
の総称であるとすれば、グローバルリーダーとは、そのなかでも国際的な経営環境と現地組織の経営環境のバランスを
考慮しながら、グローバル組織を運営する能力をもつ管理者である、と定義した。 
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ジャーを調査対象とした Bollinger［1994］、Veiga et al.［1995］、Elenkov［1997］の調査では
高い数値であり、マネジャーに限定しなかった Mirty=Bradley［1999］, Naumov=Puffer
［2000］の調査では低い数値となった。既に部下を有するマネジャー、年齢の高い人は、権力格
差が大きいといえる。Welsh et al.［1993］は、ロシアの工場を調査した研究の中で、マネジャー
は明らかに権威のある人であり、大きい権力格差が認められたとしている。Holt et al.［1994］も
43 人のロシア人マネジャーを調査した結果、ロシア人マネジャーはアメリカ人マネジャーに比べ
て、権力について大きな重要性を示しているとした。GLOBEも、集団のメンバーが権力が不均等
に偏っていることに期待し許容する程度として、同様に権力格差（Power Distance）という定義を
用いており、ロシアは高い数値を示している。Trompenaars=Hampden-Turner［1993］の調査
では、ロシアは属性型地位文化とされる。この文化は、組織内での自分の地位を明らかにする場
合に肩書きが広汎に用いられ、階層組織における上司に対する尊敬は組織やその使命に対す
る自分の関与の深さを示す測度として見られている。上級管理職のほとんどは、中年の男性であ
り、これまでの勤務歴でその資格を与えられた人たちばかりであると考えられている。 
ポクロフスキー［2006］をはじめ、多くの研究者がロシア人は強いリーダーシップへの憧れを持
っていると指摘している。Lefebvre=Lefebvre［1986］は、ロシア社会は権力社会で階級社会だと
している。Brett［1998］も、ロシアと日本は権力重視の文化であると指摘している。Fey et al.
［2000］、Alexashin=Blenkinsopp［2005］も同様の指摘をしている。Michailova［2000］による
と、ロシア人は、フィードバックより管理を好み、管理はトップダウンで、正式な官僚機構に集中さ
れ、賞罰を利用することによって行われ、そして不連続のアクティビティであるとみなしている。
Gratchev et al.［1999］によると、ロシアは帝政ロシアの時代から、中流階級が弱く、強い中央集
権国家であり、民主主義の伝統を欠いていた。これはソ連時代にも受け継がれたため、権威に対
する尊敬の伝統は、今でもロシア社会に強く残っている。しかし、ソ連崩壊後は、経済行為に対す
る政治権力の影響が相対的に弱くなり、同時に高いレベルの経済的自由と競争を促すようになっ
た。現代の人々にとって、チャンスは、政治的なコネクションよりも、教育やスキル、経験によっても
たらされるものであり、これは人々の行為、マネジメントスタイル、社会規範に影響を与えている。 
ロシアではリーダーの役割は特に重要である。Fey=Shekshnia［2007］によると、ロシアでは、
強いカリスマを持ったリーダーが必要とされる。ロシアは権力格差の大きい国であるが、外国人の
リーダーに対するロシア人の期待は、より複雑である。CEO というタイトル、権威だけでは、部下か
らの従順さを得られない。尊敬や従順は、卓越したコンピテンシーを発揮し、具体的な成果をあ
げたあとになってようやく現れるものである。一方、権力格差の大きさは、組織マネジメントにとって
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よいことばかりではない。服従させるのが目的ではなく、組織内でパフォーマンスを発揮できる環
境にしていく必要があるからである。そのためには、地位による権威主義ではなく、実力や指導力
を発揮しながら、スタッフに対しても気配りが必要になってくる。 
Veiga et al.［1995］は、時代における世代間の意識の差について調査を行っている。それによ
ると、権力格差の意識についてはペレストロイカ後小さくなってきているが、特に 40 歳以下の若い
世代では 40 歳以上の世代に比べて権力格差が低いことが分かる（図 2）。1995 年当時 40 歳以
上の人は、現在においても将来においても権力格差が大きいものと考えている。反対に、1995年
当時 40 歳未満の人は、ソ連時代は権力格差が大きかったが、現在はそれほど大きいものと考え
ておらず、将来においてはさらに小さくなっていくものと考えている。新しいロシア人の意識は、権
力格差が小さくなってきているといえる。しかし、1995 年当時は政治も経済も混乱状態にあり、プ
ーチン大統領誕生以前であることから、Veiga et al.の調査結果は、時代を反映させた一時的な
現象である可能性もある。 
 
図 2  権力格差に関するロシア人の世代間における意識の差 
 
 
出所： Veiga et al., ［1995］ p.23 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ 強いリーダーシップはある程度必要になってくる。日本よりは、若干強めに言わないとスタッ
フは動いてくれないことがある。お互いに知るようになってくれば、強めに言う必要もなくなり、
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意思決定や伝達について、日本でのそれと変わらないものになる。（A社） 
・ ミスは積極的に認めない方がよい。むしろ、突っぱねて突破できる力が権力であり、誤りすら
正当化する強引さも必要になってくる。（E社） 
・ 一般にロシアの会社のロシア人経営者はカリスマ型リーダーである。ある建機ディーラーの
社長も全て決断し、決裁するような命令型の強いリーダーである。しかし、それがうまくいって
いるのは、従業員に対する心配りがきいているためである。パーティ等の場で最初に言うこと
は、常に従業員に対する感謝の言葉からである。日本人リーダーは、この心配りを見習う必
要がある。一方、当社ではロシア流のトップダウンは行わず、意思決定も経営陣のコンセンサ
スで行っている。（C社） 
・ 強いリーダーシップを演じないようにしており、これは日本と変わらない。分からないことは分
からないとスタッフに聞いた方が、チームワークはよくなる。スタッフも、リーダーを「さん」付で
呼ぶ。チームワークを重視し、コミュニケーションをとり、情報を積極的に開示しながら、方向
性をつめていく。（B社） 
・ ロシア人は、肩書き、タイトルに弱く、ノンタイトルの日本人の話は聞いてもらえない。上位管
理職の威を借りないと話をきいてもらえないことがある。（F社） 
 
ロシアは、新しいロシア人にとっては権力格差が小さくなってきているものの、一般的には権力
格差が大きく、権威主義によるマネジが可能である。 
しかし、それには従業員とリーダー間の信頼の醸成が前提となる。権威主義では、リーダーが
全て決裁することになり、従業員からなかなかアイデアが出てこない。アイデアをそれほど必要と
せず、本社志向であれば権威主義によるマネジがより効果的である。ロシアでの新規ビジネス開
拓が目的で、ロシア人からのアイデアを必要とするのであれば、ロシア人の自主性を育てることに
つながる権威主義ではないリーダーシップが必要となってくる。 
 
4. Fey2. 外国企業としての独自の文化を確立せよ 
（Build a strong organizational culture with visible foreign elements）  
 
「能力を最大限に発揮できる文化、チームの一員であると実感できる文化、大切に取り扱われて
いると感じられる文化の醸成が、ロシア人を満足させる。強力な企業文化を確立できれば、ロシア
人の働きに影響を与える。」 
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ロシア人スタッフが、誇りをもって自分たちが企業の一員であると感じられるような企業文化の
確立が求められる。文化の側面からは、ロシア人の集団主義、人間志向、そして時間の観念につ
いて理解する必要がある。 
Hofstede［1991］によると、多くの国では、権力格差の大きい国ほど集団主義的であり、権力
格差の小さい国ほど個人主義的になる。個人主義を特徴とする社会では、職務が人間関係よりも
優先され、個人と個人の結びつきは緩やかである。個人の達成したことや権利を強調し、個人は
自己の欲求を満たすことに重点を置くことになる。一般的に個人の決定が集団による決定よりも重
んじられ、個人は大多数の人々と違う考えや意見を持つ権利を有している。そこでは競争は望ま
しいことと考えられている。従って、個人の利害と雇用主の利害が一致するように、仕事が組織さ
れている必要がある。 
一方、集団主義を特徴とする社会は、人間関係が職務よりも優先され、集団の利害を個人の利
害よりも優先させる社会である。この社会では、まず人間関係、信頼関係が成立していなければ
ならない。メンバーは結びつきの強い内集団に統合されており、その内集団に忠誠を誓う限り、そ
の集団から生涯にわたって保護される。ただし、内集団と外集団を区別することは集団主義的な
文化のパターンの本質である。 
GLOBE は、集団主義を 2 つに分けている。組織や社会が制度的若しくは社会的な集団行動
を促す程度を表す制度的集団主義 （Institutional Collectivism）と、人々が自らの組織や家
族の中で、自尊心、忠誠心、一体感を表現する程度を表すグループ内集団主義 （In-Group 
Collectivism）である。 
Trompenaars=Hampden-Turner［1993］も同様に、個人主義文化と共同体主義文化に分
類している。後者は、意思決定は組織によって行われ、人々が理想とするのは、集団で物事を成
し遂げることであり、連帯責任を取ることであるとしている。 
ロシアは伝統的に集団主義だと考えられている。Fernandez［1997］の調査では全ての調査
対象国の中でロシアは最も集団主義の高い国であった。Hofstede モデルの各種調査、
Gratchev et al.［1999］による GLOBE の調査でも同様の結果となった。Triandis［1995］は、日
本、ブラジル、インドと並んで、ロシアを集団主義的な国と指摘している。Vadi=Vereshagin
［2006］は、ロシア人は職場でも成果をあげる（work well done）ことよりも、認められることを
（work well recognized）好むとし、ビジネスの決断は、利益重視（merit-driven）よりも、関係重
視（relationship-driven）によって行われるとしている。Alexashin=Blenkinsopp［2005］による
と、共産主義の影響が残っており、個人の報酬よりも集団の利益を優先していると指摘している。
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Realo［1999］は、ロシア人、アメリカ人、エストニア人の学生を対象とした調査の中で、ロシア人は
最も集団主義であると結論づけている。若いロシア人でも集団主義という結果になった。 
しかし、Trompenaars=Hampden-Turner［1993］による調査は全くの正反対な結果になって
おり、ロシアの他東欧諸国は個人主義レベルが非常に高いとされている。その理由について 
Trompenaars=Hampden-Turner は、政治体制が社会主義から資本主義の自由と自己責任の
体制に変わったことへの極端な反応の結果であると解説しているが、Gilbert［2001］は、
Trompenaars= Hampden-Turner の調査は、質問の方法や翻訳に問題があったのでは指摘し
ている。Trompenaars 自身、1999 年の British Academy of Management でのレポートの中
で、1990 年代に行ったロシアでのフォローアップ・サーベイでは、大きな態度の変更があったこと
を認めている。 
Gratchev et al.［1999］によると、集団主義が根付いたのは様々な歴史的、地理的な要因があ
る。ロシア正教も、家族的な結びつきを援助し、社会の枞組み全体が個人の自由を認めてこなか
った。芦田［1997］は、ロシアの文化的伝統において，個人主義の理念は西欧の価値システムに
おいて特徴的であったほどの優先的位置を占めなかったと指摘している。プラーソル［2007］によ
ると、哲学者のベルヂャーエフは、ロシアの集団意識は共同労働能率の向上より利益の正当な分
配にこだわり、富の多いところから富の尐ないところへのものの移動を認めていると指摘している。
ロシアの農民共同体では個人の自由が大いに拘束されていた。尐人数の権利を保障する制度が
なく、コンセンサスを得た決定は全員にとって義務的なものとなっていた。ポクロフスキー［2006］
は、ロシアの広大な土地と厳しい気候条件が、共同体意識やロシア人特有のスケール感と心の広
さを生み出したとしている。以上のように、ロシアの集団主義は、ソ連時代より以前から受け継がれ
てきた伝統的なものであることが分かる。 
しかし、ソ連崩壊後、ロシアの企業や団体は、欧米風の単独責任・単独指導制を導入するよう
になり［プラーソル 2007］、大都市での集団主義はチームワークを好む性質という形でしか残っ
ていないという指摘もある［Brett et al. 1998］。Gratchev et al.［1999］は、ロシアの個人主義は
個人の自由が主張されても保護されないときに、社会的環境の中で発揮されるとしている。 
それでは、新しいロシア人が個人主義的な傾向をもつようになってきていると考えてよいのであ
ろうか。GLOBE では、現在実践している価値（As Is）と、理想としている価値（Should Be）を調
査しているが、ロシア人の個人主義については、制度的集団主義では、（Should Be）の方が個
人主義の度合いを示しているものの、グループ内集団主義の割合は（As Is）と（Should Be）とで
ほとんど変わらないことが分かる。つまり、社会制度は個人主義を促しているが、グループ内は変
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わらず集団主義のままであろうと考えていることが分かる。世代間を比較すれば、若い世代の方
がより個人主義的ではあるが、全体的には集団主義としてよいだろう。 
集団主義のロシアは、特に人間関係に重点を置く。 Trompenaars=Hampden-Turner
［1993］は、ロシアを個別主義文化だとしている。規則よりも人間関係を重視し、法的な契約です
ら容易に修正してしまう。信頼される人物は、相互依存の変更を認める人であり、現実についての
観点は、関与者の数だけ多く存在し、人間関係は進展するものと考えられている。 
Alexashin=Blenkinsopp［2005］は、ロシアでは契約よりもリレーションにより信頼を置くため、欧
米と比べて、契約はしばしばあまり意味をなさなくなる。詳細な契約は、友情の後にくる。決して前
ではない、と述べている。 
そこでは、時間に対する観念も、人間関係が優先する。時間に対する観念は万国共通のもの
ではなく、Hall［1977］はモノクロニックな時間（M・タイム）の文化と、ポリクロニックな時間 （P・タ
イム）に分類している。M・タイム文化は、スケジュール、分断化、即応性を重視する。活動をスケ
ジュール化し、仕事の各部分の分析は個人に一任する。M・タイム文化の高い組織では、閉鎖的
になりがちであり、しばしば、人間性無視が際だってみられることもある。P・タイム文化は、いくつ
かの事柄が同時に生成することを許容し、スケジュールより、人々のかかわり方を重視する。上司
は部下に対して、仕事は一つのシステムであり、より大きなシステムの一部分であることを常に叩
き込む。組織は、トップの人間に依存している。突発的なことが起きた場合、極端にトップの人間
に依存しすぎるため、トップの人間が全てをコントロールしなければ成り立たない。従って、トップ
に才能のある人間がいない場合、P・タイム文化の官僚制は問題に対応できない。 
ロシアは P・タイム文化である［Lewis 1996］。ロシアには「来ないより遅れた方がいい。
（Лучше поздно, чем никогда.）」というよく使用される諺もあり、ロシアでは時間に対する観念
は厳しくない。Puffer［1996］は、ロシア人は時間の観念が希薄だとしている。Fey=Denison
［2000］は、アメリカ人との比較の中で、ロシアでは遅刻は許容され、また「時は金なり」という感覚
がなく、時間以外の資源の方がより注意深く評価されるとしている。一方、Brett et al.［1998］に
よると、ソ連崩壊後の急速な市場化の制度的な影響から、職場では M・タイム文化になり、よって
職場でのロシア人にも M・タイム文化の傾向が出てきている。 
Cateora=Graham［1998］は、アメリカとインド、日本の 3 カ国のHRMを比較し、アメリカを M・
タイム文化、インドを P・タイム文化、そして日本をその中間と分類した。Cateora=Graham によ
ると、P・タイム文化の組織目標は短期的である一方、M・タイム文化の組織は長期的であり、ディ
シジョンメイキングについては、P・タイム文化は柔軟で長い時間とプロセスをかけて行うのに対し、
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M・タイム文化は厳格なルールをもとにより官僚的に行うという違いがある。日本のような P・タイム
と M・タイムの混合文化では、ルールは公式で体系化され、ディシジョンメイキングには適切な時
間をかけることが許される。 
時間の観念は、長い歴史と慣習のもとに形成されたものであり、国民文化の一つである。グロー
バルなビジネスを展開する場合、その国の時間に対する観念を理解しないと、ミーティング一つう
まくいかないことになる。 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ 国は違えども、一つの企業体として、企業文化をつくりあげていく。現地社員同士が横のつ
ながりを積極的にもつよう機会を設けている。日本本社での外国人マネジャーを対象としたリ
ーダーシップトレーニングも好評である。景気がいいときには積極的にロシアに進出し、悪く
なるとすぐに引き上げる他国の企業と比べて、日系企業は長期志向でロシア市場に取り組ん
でいることもロシア人には好意的に受け止められている。（A社） 
・ 常に集団を尊重する姿勢を見せる。皆で成果を分かち合い、皆で成長しようというスローガン
がある。日系企業、特にE社の人を大切にする姿勢、最後まで解雇をしない姿勢は、日本と
同様にロシアでも受けいれられた。（E社） 
・ 期限をしっかり決め、コミットさせないと、ロシア人はさぼりやすい。期限がしっかりしていれば、
かなりの確率で仕上げてくる。「この日までやってください。」ではなく、この業務にはどれだけ
時間があれば完了できるか質問し、ロシア人自身にコミットさせることが必要である。（E社） 
 
ロシアは伝統的に集団主義であり、人間関係を特に重視する P・タイム文化である。本社志向
の企業は、集団主義に基づく日本の企業文化の教育に積極的であり、功を奏している。しかし、
人間関係をあまりに重視し P・タイム文化が強すぎると、一定期間内に仕事を完了することが難し
くなる。期限を定めて、それをロシア人自身にコミットさせる工夫が必要である。 
 
5. Fey3. 権限委譲は段階的に慎重に進めよ 
（Work to create an empowered organization, step by step.）  
 
「歴史的に、ロシアのリーダー達は独裁的であった。それ故、従業員は非力であり、権限委譲は
困難である。権限委譲は段階的に進めるべきであり、意図的でない誤りに対して罰しないよう約束
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することから始めるべきである。」 
 
文化の側面からは、リスクや責任をとりたがらないという不確実性の回避について検討する必要
がある。Hofstede［1991］によると、不確実性の回避とは、「ある文化の成員が不確実な状況や未
知の状況に対して脅威を感じる程度」である。不確実性の回避の程度が低い文化では、不安や
仕事のストレスが低く、リスクへの対応が容易であり、変化に対する情緒的抵抗はより尐ない。
人々は感情よりも合理性を重視する。組織間のコンフリクトは当然と考えられ、和解のためには妥
協を受け入れる。管理者は必要ならば、公式な規則にとらわれないこともある。不確実性回避の
程度の高い文化では、従業員は、長期雇用、キャリア・パターン、退職金、健康保険などを重視
する。また、成文化された規則や慣習的な規則を定めて予測可能性を高めたいとする強い欲求
がある。管理者は明確な指示を出すことが期待されており、部下のイニシアチブはより厳格にコン
トロールされる。GLOBE の文化特性にも同様に、社会や組織、集団が、不確実性を回避するた
めに、確立された社会的規範や儀式、手続きに依拠している程度として不確実性の回避 
（Uncertainty Avoidance）がある。 
ロシアは、不確実性の回避の程度が高い。Hofstede モデルの調査の全てが、不確実性の回
避の程度が高いという結果を出している。Fernandez［1997］の調査では、権力格差同様、全て
の調査国の中でロシアが最も高い数値となった。 
不確実性の回避の程度が高い文化では、自殺率が高いといわれる。日本も不確実性の回避の
程度が高い文化であり、終身雇用や年功序列といった日本の伝統的経営スタイルは、これを反映
しているともいえるが、WHO の資料では、日本の人口 10 万人当たりの自殺者数は 24.4 人
（2007 年）と世界で 6 番目に数が多い。一方、ロシアは 30.1 人（2006 年）と世界で 3 番目に数が
多く、WHO の統計のある 1980 年のソ連時代から、日本の自殺率を下回ったことはない。リトアニ
ア、ベラルーシなど旧ソ連、東欧諸国が自殺率の上位を占めており、スラブ文化諸国に共通の問
題であろう14。 
ソ連時代には、リスクをとるという考えはなかった。仕事は製造業や農業などが主で、ルーチン
ワークが主体であり、確実性が何よりも重要であった。Elenkov［1998］によると、 ソ連時代からロ
シアは中央集権国家であり、あらゆる面の政策や手続きが中央政府によって決められており、ル
ールに則ることが報いられ、リスクをとることは奨励されず、むしろ罰の対象となっていた。 
                                               
14 World Health Organization（http://www.who.int/mental_health/prevention/suicide/charts/en/index.html） 
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不確実性の回避の程度が高いことの影響としては、権限委譲の難しさがあげられる［Fey et al. 
1999］。ロシアでは。会社組織は階層的になっており、従業員はどんなに小さい案件であろうが、
常に上司の承認を求める。これはある種の保身を求める利己的な目的でもある。共産主義時代
は、何かミスを起こすと罰は大変厳しいものであった。そのため、全ての責任を上司に求めたいと
いう傾向が未だに存在する。Fey=Denison［2000］は、ロシア人に権限委譲をしても、何度もトッ
プのところに決裁を求めてくる。それはミドルマネジャーが決断すべき仕事だと説明し、時間をか
けて覚えさせていったとのエピソードをのせている。 
一方、GLOBE では、ロシアの不確実性の回避の程度は大変低くなっている。Gratchev et al.
［1999］は、不確実性を許容していた年長者への敬意、伝統、ルール主義、社会の秩序が、既に
過去のものとなったことをその理由としている。Gratchev et al.は、現代のロシア人を“creative 
survival”と名付けた。現代の状況は、変化に素早くクリエイティブに対応することを要求している。
また、素早い反応、マルチシナリオの思考、ネットワーキング、リスクのシェアにとって必要な特徴
を要求している。 
しかし、GLOBE の（Should Be）の数値が大変高いことから、GLOBE の調査時は社会環境、
若しくは調査対象の組織の環境が不確実性だらけで、それを回避することよりも適応することが求
められたが、本来ロシア人は保守的で、ロシアは不確実性の回避の程度が高い文化だと解釈す
ることも可能である。GLOBE以外、Fey et al.［2000］も、ロシアは不確実性の回避の程度が高い
文化としている。 
不確実性の回避の程度が高い文化には、ジョブ・セキュリティの提供が何よりも効果的である。
Gratchev et al.によると、ソ連時代から、ジョブ・セキュリティは従業員に彼らは家族の一員である
と示すよいシグナルであり、バーベキューやスポーツイベントのような会社全体のソーシャルイベ
ントも役に立つ。同様に、トレーニングを実施する会社は、ロシアに長期的なコミットメントをしたと
いうサインになり、ロシア人従業員には肯定的に受け止められる。給与は低くても、医療保険や年
金、ベネフィットの提供の方がプラスに作用する。Vadi=Vereshagin（2006）も同様の指摘をして
いる。価値観（values）によるマネジメントが有効であり、共通の価値観をもって、大きな共同体を
強化することなしには、ロシアでの組織文化に影響を与えることにはならないとしている。また、家
族主義的で、友好関係を深める意味で、チームビルディングは効果がある。価値観の共有や強
化のトレーニングも有効であり、好意的に受け入れられる。179 の外資系企業を調査した
Fey=Denison［2000］によると、トレーニングへの投資額と会社のパフォーマンスは正比例してい
る。また、実際にロシアにある外資系企業子会社の方が、アメリカの本社企業よりも、従業員トレー
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ニングを実施していると指摘している。ロシアの若い可能性ある人たちは、自身のキャリアに大変
期待をもっている。彼らはトレーニングを、会社が自分たちを将来の管理職候補であると見ている
サインとして受け止めている［Fey et al. 2004］。これらは、不確実性の回避の程度の高さ、集団
主義に関連づけられるといってよいであろう。 
Trompenaars=Hampden-Turner［1993］によると、ロシアは、感情表出的文化である。自分
の考えや感情を言語媒体と共に非言語媒体を用いて表に出し、感情を包み隠さずに表現する。
熱のこもった、生き生きとした表現が尊敬され、体に触れること、ジェスチャー、または顔の表情を
強く出すことは普通のことである。演説は流暢にまた印象に残るように熱弁を振うものである。これ
は日本の文化とは異なる点である。 
GLOBE の自己主張については、日本より若干高い程度で、際だった特徴はない。Gratchev 
et al.［1999］は、ロシアの市場経済は、タフで痛みを伴う決断や生き残りのための強いリーダーシ
ップ、同僚に対する圧力などが要求されてきていると述べている。 
リスクに対しては、新しいロシア人の方が許容度は高い。ロシアに参入しているスウェーデン企
業を調査したFey=Denison［2000］によると、トップマネジメント、セールス、経理は、若いロシア
人であり、勤続年数は短く、高いモチベーションをもち、新しいことにチャレンジする意欲がある。
一方、生産現場にいるより年長者で勤続年数も長い古いロシア人は、安定した仕事と生活できる
だけの給与を求め、長年行ってきた仕事のやり方を変えたくないという傾向があった。また、外資
系企業の場合、英語を操る人とそうでない人のグループに分かれ、下位文化が発生しやすく、特
に古いロシア人にとっては、異なるレベルのロシア人とはコミュニケーションをとりづらく、工員は生
産工程の改善のアイデアやそもそも意見を出さない傾向があった。Fey=Denisonがエレベータ
ー製造会社のマネジャーのコメントを紹介しているが、その傾向を象徴している－「工員は働くだ
け、エンジニアが全部知っているよ。（“Workers work, engineers know everything”）」 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ 離職率は低い。日系企業は業績が悪くても解雇をしないことは知られており、終身雇用や手
厚い福利厚生に対しては高い給与よりも評判がよい。長期間勤めているロシア人ほど辞めず
に残っている。（A社） 
・ 尊敬される上司は、何でも決めてくれる人である。素早く決断を下し、組織がやりやすいよう
に決めてくれる人、迷ってくれる人にこうしたらいいとアドバイスをしてくれる人である。部下は、
常に『どうしましょうか』と聞く。『あなたはどうしたいのか』と尋ねると、『ボスの決めてくれた方
向に従いたい』とこたえる。『それではこうしましょう、こうしてください』というのが典型的な会話
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のパターンであり、権限委譲は難しい。ただし、将来のGM候補には、自分で決めるように促
す。意図が伝わらないときは、時に力でねじふせることも必要になってくる。感情を表に出し
て、怒るときは強く怒った。他の日本人マネジャーと比較して分かったことだが、より感情を表
に出して表現した方が、成果が出ていた。お酒の席でもエモーショナルに。プライベートのこ
とでも何でもさらけだせる関係になれるかどうかが、信頼関係、また権限委譲についても大切
になってくる。（E社） 
・ 川が毎日何事もなかったように変わらず流れるように、時は流れる。自然というのはそういうも
のであり、生活も本来そのようなものである。明日やってもいいものを無理して今日終わらせ
る必要はない、といった一般的な考えをロシア人はもっている。ロシア人は新しいことをあまり
やりたがらない。今のままのやり方で不自由しなければ、敢えて変える必要はないのではとい
うメンタリティが存在する。変える必要があるのであれば、それによってどんなメリットがあるの
か、エネルギーを費やす価値があるのか十分に説明しなければ納得してもらえない。（E社） 
・ ロシア人の離職率は非常に低い。E社のグループも世界規模でみれば、年30～40％の離
職率だが、ロシアでは昔から一桁である。ロシア人スタッフの多くは、終身雇用はすばらしい
ことだと日本のビジネスモデルを尊敬している人が多い。安定的な雇用、収入に対して憧れ
をもっている。E社はその典型的な企業。ロシア人スタッフはそこに魅力を感じていた。（E社） 
・ C社のロシア人スタッフは、皆リスクテーカーである。新しいことを提案し、挑戦する姿勢をも
っている。（C社） 
・ ロシアの人事給与制度は、日本本社のそれに近い。セールスのみ出来高給、変動賞与を導
入した。数尐ない離職の中でも、高い給与で他社に引き抜かれたという例はない。（C社） 
・ 現場が仕事のやりやすいようにするのが最もうまくいく。また、それがリーダーの仕事である。
そのためにはできるだけ自由に仕事をやってもらうことである。マネジメントが押さえるべき点
は、コンプライアンスのみである。ロシア人スタッフの多くは、前職のロシア企業でカリスマリー
ダーがいたため、やりたい仕事ができなかった。それが嫌で転職してきたスタッフが多いため、
権限委譲し仕事を任せると俄然とやる気を見せ、驚くほどのパフォーマンスを出す。当事者
意識を持たせることが必要である。（C社） 
・ 日本的な年功序列は全く機能しない。ロシア人スタッフは、お互い対抗意識をむきだしにす
る。若いロシア人のみを採用しているが、転職はしない。日系企業の方がより安定性があるの
は、ロシア人にとっても魅力的に感じるらしい。（B社） 
・ ルーチンの仕事はないため、ビジネスを新しく獲得し、また、生み出していかなければならな
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い。ロシア人スタッフは予測を求めるため事前準備を周到に行うが、新しい不確実なことにも
恐れずチャレンジし、リスクをとる人が多い。商社はそうでないと仕事がとれないことを理解し
ている。（B社） 
・ 金融業界は、人材の流動性が高く、なかなかAクラス人材が採用できない。また、長期的なト
レーニングについての投資も実施しにくい環境にある。（F社） 
 
ロシア人は、不確実性の回避の程度が高く、個人で責任をとりたくない傾向が強い。より現地志
向で、また日本人駐在員の数を減らす意向があれば、権限委譲は避けられない。集団主義と不
確実性の回避の程度の高さに配慮しながら、権限委譲を慎重に進めていく必要がある。一方で、
新しいロシア人は、不確実性の回避の程度が低く、リスクをとる。このような人材に対しては、権限
委譲がしやすい。どのような人材を求めるかは、企業の戦略によるものであり、それによって効果
的なマネジメントが異なってくる。 
 
6. Fey4. ロシアのルールを尊重しつつ、自己流も上手く通す 
 （Respect local rules, but play your own game）  
 
「ロシアのパートナーやライバルを真似てはいけない。彼らの土俵で勝負しても、勝ち目はない。
成功するためには、現地のルールに適応しながらも、彼らの土俵外でビジネスモデルを確立する
ことを試みる。」 
 
この掟は、文化よりもポジショニング、ターゲティングなど戦略 が中心の問題である。
Fey=Shekshina［2008］は、McKinsey コンサルティングと Citibank が、ローカル企業に圧力を
かけず、本社と同様のコアのビジネスモデルを展開しながら、ビジネスを拡大していった例を挙げ
ている。そこでは、ローカルのルールの遵守と同様に、顧客、サプライヤー、従業員とのやりとりの
慣習に対する理解を示すことが重要である。それは、ロシア語を話し、ウォッカを飲み、サウナに
一緒に行くことではなく、ローカルの人々や生活の方法に興味と理解を示し、その知識をビジネス
での日々のオペレーションモデルに取り込むことである。ローカルのルールとは、法律や契約書を
指すのではない。Rose［1999］によると、71％のロシア人は自国の政府が法治国家の理想からは
ほど遠いと考えている。その一方で、ロシア人は自国が法治国家になることを望んでいるわけでも
ない。62％のロシア人は、法律はしばしば普通の人間にとって非情に過酷なものであり、従って、
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法の遵守は必ずしも望ましいことではないと考えている。73％のロシア人は、厳しいロシアの法は
それを遵守しないことで、その厳しさを和らげることができると考えている。よって、契約書につい
ても、その適用や拘束力は厳格ではなく、状況や対人関係において曲げられてしまう。 
外国人にとっては、法の遵守も一方では重要ながら、ロシア人の文化や慣習を理解し、暗黙知
に入り込んでいく必要がある。相手の文化にどれだけ配慮し、行動するかについては、コンテクス
トの概念を理解しなければならない。コンテクストとは、「メッセージの送り手と受け手との間に形成
される人間関係上の前後関係、すなわち両者間に存在する文化的、社会的、心理的環境であり、
相互に送受するバーバル、ノンバーバルのメッセージに与えられる情報の意味的共有のために
アクセスしうる共通のデータ・ベースあるいは準拠枞の一種」 ［太田 1993］であり、「コミュニケー
ションが行われる社会的、物理的状況あるいはその前後関係」［Samovar 2004］である。コンテク
ストは、コミュニケーションの基盤となるものであり、コンテクストに文化がどういった影響を及ぼして
いるか理解していないと異文化間の対話に大きな支障をきたすことになる。Samovar によると、コ
ミュニケーションの行為は、一定のルールによって支配されている。ルールは行動を支配する原
理であり、文化とコンテクストと密接に関係している。つまり、ルールを作るのは文化であり、どのよ
うなルールの型がふさわしいか決定するのがコンテクストである15。 
Hall［1977］は、コンテクストの共有の高低のどの位置にあるかで、国や地域のコミュニケーショ
ンの様式を分類した。高コンテクスト文化は、コンテクストの共有度が高い文化である。従って、言
語や文字で情報を伝えなくても、当事者間で意図を察することができる。一方、低コンテクスト文
化は、コンテクストの共有度が低い文化であるため、コンテクストに依存せず、言語や文字を使っ
て積極的にコミュニケーションを図ろうとする。日本やロシアは高コンテクスト文化であり、アメリカ、
ドイツは低コンテクスト文化の典型である。Beaman［2008］の資料から低コンテクスト文化と高コ
ンテクスト文化を比較する（表 8）。 
 
                                               
15 コンテクストの考え方は、林（1996）のいう、アナログ文化とデジタル文化にも関係する。アナログ文化は、高コンテク
スト認識と高コンテクスト・コミュニケーションを生み、デジタル文化は、言語が重要な役割を果たす低コンテクスト・コミュ
ニケーションを生む。 
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表 8  高－低コンテクスト文化の比較 
低コンテクスト文化 高コンテクスト文化
代表的国々
アメリカ、イギリス、カナダ、ドイツ、
デンマーク、ノルウェー
日本、中国、エジプト、サウジアラビア、
フランス、イタリア、スペイン
ビジネスの見方 競争的 協力的
仕事観 タスク志向 関係志向
従業員の欲求 個人業績の達成、成功 チーム業績の達成、成功
決定プロセス 論理的、直接的、ルール重視 直感的、関係重視
コミュニケーション 非言語より言語が中心 言語より非言語が中心
プラニングホライゾン より明示的、書面で、公式な より黙示的、口頭で、非公式な
時間の感覚 現在/将来志向 過去に対する深い敬意
変化に対する見方 伝統に勝る変化 変化に勝る伝統
知識 明示的、意識的 黙示的、完全に意識的ではない
学習 知識は移転可能（水面上で） 知識は事態の性質による（水面下で）
 
出所： Beaman, K. V.,［2008］, p.40 „Figure 3.Views of Different Cultures in the Workplace‟ 
 
異なる国同士の人がコミュニケーションをもつときは、コンテクストの共有がないため、自らの意
思を伝えるためには明示的にメッセージを伝える必要がある。それは低コンテクスト型のアプロー
チになるため、言語や文化が異なる国民同士でも低コンテクスト文化の国同士であれば、より自
然にコミュニケーションがとれる。一方、高コンテクスト文化の国に対するアプローチは時間がかか
る。高コンテクスト文化の人は、低コンテクスト文化に属する人と話す場合でもあまり言葉を発しな
いため、相互にコンテクストを共有できない状態では、コミュニケーションが進まない。（図 3）は、
特定のコミュニケーション・プロセスが生じる環境（コミュニケーション環境）とその環境下で実際に
送り手がとる行動（コミュニケーション行動）との関係をコンテクスト・レベルの高低からとらえた図で
ある。低コンテクスト同士、高コンテクスト同士のコミュニケーションは効果的であり、高－低コンテ
クスト間のコミュニケーションは非効果的であることが分かる。 
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図 3  コミュニケーション環境/行動マトリックス 
 
出所： 太田［1991］ 
 
関係づくりの中からコンテクストを読み取ろうとする高コンテクスト文化の人ほど、異文化に接す
るときはより慎重に、相手国のコンテクストを探り、学びながら接するという点で、低コンテクスト文
化の人よりも円滑に接することができるのではないだろうか。低コンテクスト文化の国民、たとえば
アメリカ人がどこの国でも馴染みやすいかというと、それは誤りである。グローバル勤務において
失敗するアメリカ派遣者の割合は、10％～45％にも及び、これはヨーロッパ企業や日系企業から
の派遣者よりも多い。特に低開発国、発展途上国向けの派遣者に失敗の割合が高い［Swaak 
1995, Black 1999］。つまり、低コンテクスト文化の国から高コンテクスト文化の国への適応は特
に難しいといえる。ヨーロッパ企業がより成功している理由として、Swaak は、ヨーロッパ企業では
アメリカ企業と異なり、海外派遣が自分のキャリアにとっても肯定的に受け止められており、柔軟な
姿勢を持っているためとしている。また企業のトレーニングや支援も手厚いことも理由に挙げてい
る。Trompenaars=Hampden-Turner［1993］は、「国際化の過程で、日本人は徐々に進出国
におけるローカル社会の機能を真剣に受け止めていった。･･･中略･･･この対極に、西洋的なアプ
ローチがある。それは、アメリカのビジネス教育に基づくものであり、経営を専門職業として扱い、
感情から分離された合理性を「科学的に」必要なものとみなすものである。」と述べている。 
Hall=Hall［1994］は、ロシアは高コンテクスト文化であり、交渉のスタイルにも反映されている
と述べている。Brett et al.［1998］も、ロシアは高コンテクスト型のコミュニケーションをとり、間接
的で、黙示的な情報のシェアを行うとし、Berdiaev［1990］もロシアの交渉者は、一般的な情報す
らあまり交換しないとし、同様の指摘をしている。Adair et al.［2004］は、ブラジル、アメリカ、香港、
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フランス、日本とロシアを比較した研究の結果、ロシアは最も好み（preference）とプライオリティに
ついて直接交渉することを好まず、直接的ではない情報のやりとりをすることを明らかにした。
Ledeneva［2001］によると、外資系企業は西側のビジネスプラクティスや規範をロシアに導入しよ
うとしたが限界があった。不文律の暗黙のルールが常にロシアの文化の中では強力な目に見え
ない手となり、その存在感はなかなかなくなりそうもない、と述べている。 
Trompenaars=Hampden-Turner［1993］は、ロシアと日本を同様に関与拡散的文化として
いる。関与拡散的文化は、高コンテクスト文化である。人間関係を作る場合、間接的で、肝心な点
の周辺を回り、曖昧で不透明ですらあり、高度に状況的な道徳性が、人物次第や脈絡に合わせ
て適用されると考えられている。 
ロシアと日本は高コンテクスト型の国同士である。「郷に入れば郷に従う」日本人は、相手国の
文化を尊重し、より慎重に接するため、欧米企業がロシアにアプローチする「低－＞高コンテクス
ト型」のアプローチよりもうまく機能するのではないだろうか。 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ ロシア語はできることに越したことはないが、必須ではない。英語ができればコミュニケーショ
ンはできる。日本からの出張者のアテンドを積極的にロシア人に任せ、徐々に日本人のやり
方や文化に慣れさせた。（A社） 
・ ロシアにはアジアのようなメンタリティを持っているが、社会全体の入れ物は、旧ソ連がかなり
残っている。ビザや滞在許可、各種免許や手続きなどで、どれも時間がかかり、不可解なこと
が多い。しかし、そういったルールは踏み外してはならない。（A社） 
・ 日本や欧米の常識が通用しない場面でも、仕方がないと割り切り、柔軟に動く必要がある。
けしからん、として認めない人はロシアでは全く成功できない。（E社） 
・ ロシアでは契約書が軽視されており、守られないことが珍しくない。特に不動産業は、契約書
に従わず値上げを要求してくる。従わないと、ガスや電気が止められ、建物に入場できなくさ
れるなどの嫌がらせを受けるので、従わなくてはいけない。値上げに従わなかった米ファース
トフードチェーンが、営業ができなくなり、最終的に値上げに応じた例がある。（E社） 
・ ロシア語は必須である。しかし、外部の重要人物や行政の人と折衝する場合は、ロシア人ス
タッフに全て任せる。日本人代表が出席する方がより円滑に話しがまとまるケースが多いが、
そういった場でも、ロシア人に交渉は任せ、自分は笑ってうなずくだけである。（C社） 
・ ロシア人スタッフは、信頼関係を築いていない日本人上司に対しても、表面上は従う。『はい、
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はい、はい』と言うが、これには注意が必要である。たいていの場合、力を抜きながら、決して
一所懸命には仕事をしない。（C社） 
・ 誰とでもコミュニーションをしていかなくてはならない。その際、ロシア人のプライドの高さを認
め、上からの高圧的な態度ではなく、同じ目線で話す必要がある。（C社） 
・ 日系企業、特に合弁で設立した企業がロシア市場で台頭してくると、ロシアの大手企業から
圧力があり、登記を変更するなどの企業乗っ取りの脅威にさらされる。地元議員、警察、税務
署、マスコミからも嫌がらせを受ける。マスコミにお金を出して記事を書かせる、裁判所を利用
する等の手段があるが、乗っ取りを防ぐ根本的な方法はない。いいビジネスパートナー選ぶ
ことが大切である。また、商売敵にしてはならないロシア人のタイプがある。たとえば頻繁に批
判をしている人である。商売繁盛している内はいいが、悪くなくと妬みをもち、攻撃的になっ
てくる。（D社） 
・ 言葉は相手の懐に入るツールなので、ロシア語でのコミュニケーションは大切ではあるが、流
暢なロシア語は必ずしも必要ではない。信頼関係を築くことが何よりも大切なため、ロシア人
スタッフと飲みに行くことが多い。飲み屋で通じるロシア語は覚えるべきである。（B社） 
・ ロシア人と付き合うには、精神的なタフさが必要である。仕方がないと割り切り、ロシアのやり
方が自然だと慣れることが大切である。（F社） 
 
一口に高コンテクスト文化と言っても、その中身は国毎によって全く異なる。ロシアのルールの
尊重とは、ロシアの法律や税制の不完全さに慣れることだけでなく、忍耐強く、不文律の暗黙のル
ールを理解することである。行政や同業他社に対しても、争いを避けるべきである。行政の対応等
は、ロシア人に任せた方がよい。 
 
7. Fey5. 大目標は曲げず、柔軟に対処せよ 
（Stand firm on major goals and be flexible in details）  
 
「変化の激しいロシアでは、計画を立てることは不可能だという意見もあるが、むしろ計画は重要
だといえる。長期的な目標にこだわりながら、実行の方法を柔軟に変えていくことにより、従業員
が不確実性の海を渡るガイドになる。」 
 
これは、参入する外資系企業に対しての心構えについて説いている。ロシアでは不安定要素
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が多いが、短期的な結果を追わず、長期的に構えなくては成功しない。また、これらの目標を従
業員と共有することが大切である。 
欧米企業は、長期的なビジョン、目標をもつが、同時に短期的な利益も追う。また、競争優位を
築くための経営戦略を作り出す。これは、Trompenaars=Hampden-Turner［1993］のいう内的
コントロール志向的文化であり、自然は人間がコントロール可能なものであり、人間がコントロール
すべきものであるものと考えられている。一方、ロシアは日本と同様に外的コントロール志向的文
化である。外的コントロール志向的文化は、自然、外部情勢をコントロールしようとするのではなく、
それに適応しようとする。柔軟な態度をとり、進んで妥協し、平和を保とうとする。協調と即答、感
性のもと、顧客、パートナー、同僚など他者に焦点を置いている。環境の変化が自然であれば、こ
れらと気楽に共存できると考えられている。ロシア人は、あいまいな状況には慣れている。いかに
不確実さが存在しようとも、それを曲げて解釈し、自分たちにとって都合の良い状況にしてしまう。
彼らは、ハードワーカーにもなりうるが、熱心で集中した行動が続くと、その後には怠惰な期間が
続く（Fey et al. 1999）。 
いずれの企業も内的・外的コントロール志向のバランスが必要である。経営戦略や企業目標と、
顧客志向や従業員満足等は、どちらが重要だといえるものではない。双方の視点が必要である。
ロシアは外的コントロール志向的文化であるため、目標を強く意識させ、共有することが必要にな
る。ポクロフスキー［2006］によると、ロシア人は作業の目的より作業自体に集中してしまい、目的
を忘れる傾向がある。このことを避けるために目的を再確認させ、取り組んでいる仕事を見直させ
る機会を設ける必要があるとしている。 
ソ連時代は、5 カ年計画という政府の長期計画が存在したが、計画や目標値を上回って成果を
出すことは重要視されていなかった。多くのマネジャーや工場長は、高業績について評価される
こともなかった。国家がデザインした経済プランにフィットしないからである16。「仕事は狼ではなく、
森へは逃げない。（Работа не волк – в лес не убежит.）」という諺は、仕事の優先順位は必ず
しも高くないことを示している。Vadi=Vereshagin［2006］によると、ロシア人が仕事に取り組むと
き、個人のプライオリティやコンサーンは、業務目標を達成することではなく、雇用契約から派生
する義務の履行であると受け止められている。労働者、専門化、経営者について集団主義と組織
文化の関係をリサーチした結果、ホワイトカラー労働者はよりタスク志向であった。しかし、人間関
係志向は、ポジションによる相違は見られず重要視されていたとしている。 
 
                                               
16 一方、科学、スポーツ、芸術は政府のプロパガンダによって賞賛されていた 
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日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ プラント事業は、長期間に及ぶプロジェクトであり、１年以上をかけて取り組む案件もある。現
地スタッフとどう一緒に長期戦に挑んでいくか、彼らを巻き込めるかが成功の鍵となる。一つ
一つの成功を大切にし、プロジェクトを獲得した時は皆でその喜びを共有した。日経新聞に
記事としてとりあげられると、現地社員にも日本語のまま記事を積極的に配布した。この工場
のプロジェクトはA社のやった成果だ、という情報が社内外に広まると、その後のよいリファレ
ンスになり、社員の士気が上がる。また、社外とも人脈が形成される。（A社） 
・ タイヤをブローカーが日本から輸入し、A社が引き取り、転売するビジネスを行っていた。油
価の変動やタイヤの販売数の変動が激しくなってきたため、ブローカーに任せず、自らロシ
ア内で会社を設立し、A社が正規で輸入し、在庫を持つやり方に変える必要があった。しか
し2004年当時は、ロシアはまだ早い、やるなら中国だという意見が中心であった。その後、計
画販売が必要になり、生産販売会社を日系の大手タイヤメーカーと共同で設立した。経済危
機後、自動車の販売台数が伸び悩んでも、タイヤは消耗品なので需要は堅調である。長期
的にプロジェクトに取り組んだため今の成功がある。人材についても、セールス担当だけでな
く、監査法人から採用するなど、長期的な視点に立ち、事業を任せられる人材を採用してい
る。この経験を活かし、将来別の会社も設立予定である。（A社） 
 
ソ連時代から長期計画や目標設定はトップが行うもので、一般のロシア人には実感がなかった。
環境に順応するロシア人は、あいまいな状況には慣れているため、目標を設定し、それに当事者
意識を持って取り組ませるよう影響を与えることは難しいことである。それ故、日系グローバル企業
が長期的な視点でロシア市場をとらえ、ロシア人スタッフとも長期的な目標を共有していくことがで
きれば、強い組織文化が生まれる。 
 
8. Fey6. 窮地に活を見出せ 
（Learn to live and manage in crisis）  
 
「ロシアは、毎日予測不可能なことが必ず起こるという意味で、予測可能な国である。企業はその
ようなリスクに備えると同時に、そこから成長の機会を見出す必要がある。」 
 
変化の激しい環境にあると、長期的な計画は立てにくい。ロシア人には長期的な視点はなく、
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長期とは翌月までのことと言われる。 
Hofstede［1991］によると、長期志向の有する価値項目は、持続性（忍耐）、地位に応じた序列
関係と序列の遵守、倹約、恥の感覚である。一方、短期志向の有する価値項目は、個人的な着
実さと安全性、面子の維持、伝統の尊重、挨拶や好意や贈り物のやりとりである。長期志向の極
にある価値は、忍耐にしても倹約にしても未来志向であり、その対極の価値は過去および現在志
向である。Hofstede モデルの調査のいずれもが、ロシアは短期志向であるとしている。 
GLOBE では、ロシアの未来志向は最低水準の数値となっている。ロシア人は、長期的な案件
よりも、利益が出るような短期的な案件を好む傾向がある。ソ連時代には 5 カ年計画があったとは
いえ、国民レベルでは、長期で詳しい計画を立てることは苦手である［プラーソル 2007］。 
Gratchev et al.［1999］によると、ソ連時代は、共産主義と国家の長期計画システムのもと、国
民には生活がよりよくなっていくという信念があったが、ペレストロイカ後、そのような信念は消え去
った。社会全体が方向を見失い、将来に対して不確かになった。政変、法制度の変更、政治の不
安定さがこれに拍車をかけた。貯蓄に頼らず、人々はルーブルを外貨に変えた。2000 年以降社
会は落ち着きを見せたが、権威が将来に対してポジティブな変化を約束していることについては、
ロシア人の見方は懐疑的である。ビジネスリーダーも、一般的には社員にビジョンを示すことはな
い。そのことは、人材に投資することや長期的な投資を行うことをためらわせている。しかし、いず
れのマネジャーも社会の安定を望んでいる。社会の安定に伴い、戦略的に考え、行動することが
でき、ビジネス環境も、より予測可能なものになるであろう。 
Trompenaars=Hampden-Turner［1993］によると、ロシア人の考えでは、未来は現在よりも
はるかに重要であり、過去以上に重要だとしているが、同時にロシア人の考える未来とは非常に
近い将来であると示している。これは日本人の未来志向とは対極をなす。 
Trompenaars= Hampden-Turner は、日本と同じくロシアも時間志向性が同期的文化である
とした。同種の研究をした Goić［2008］の研究でも、同様の結果が出ている。同期的文化は、一
度に一つ以上の活動をし、約束時間は大まかであり、重要な人物に時間を与えることになりがち
であり、予定は一般的な人との関係に従属するものと考えられている。 
ロシア人は、長期的な展望を描き、長期的な目標に向かって堅実に仕事に取り組むよりも、現
状分析に長けている。従って、大きなプロジェクトもより細かいパートに分割する必要がある［Fey 
et al. 1999］。ロシア人は、過去に価値を置き歴史を評価する。伝統に対して高い敬意をもち、過
去の経験にしばしば言及するため、組織内のプランについてのロシア人の考え方も、短期的目標
のみに意味があり、プランは最終的なタスクの終了を指し、成功はいかに計画をうまく達成したか
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で計算されるものと考えられていた［Michailova 2000］。プラーソル［2007］も、ロシア人は長期
で詳細な計画を立てるのは苦手というのが民族文化の特徴であり、日本人は長期的、詳細な計
画を立て、その計画の実施を注意深く管理するのが得意であると、ロシアと日本を対比している。 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ 欧米企業は特定のビジネスに特化しているが、商社のビジネスは多岐にわたっている。ある
プロジェクトが失敗に終わっても、別なビジネスに挑戦という具合だ。従って、業績もボーナス
に反映されにくい。（A社） 
・ 年功的なものからより成果型へ人事制度を変更した。資格等級も成果に応じて早く上がれる
ようにした。従来は日本型の等級制度であったが、現地の考え方にあわせながら、グローバ
ル基準に変更した。（E社） 
・ 人事、給与制度は日本のそれに近いが、唯一セールスのみ、より成果型の出来高制、変動
賞与制に変更した。（C社） 
・ ロシアの給与制度は賞与部分の割合を増やした。しかし、ハイリスク・ハイリターンで賞与の
割合をかなり高く要求してくる人は長続きしない。（B社） 
 
ロシア人は、短期志向であるため、特にホワイトカラーに対しては、企業の長期的目標を共有
できるかどうかが成功の鍵となる。一方で、短期志向に対応し、フィードバックを早めて、小さな成
功に対しても賞賛することも有効である。 
 
9. Fey7. 腐敗は生活の一部、上手く対応すべし 
（Recognize that corruption is omnipresent in Russia and must be managed）  
 
「ロシアでは、腐敗行為をマネジすることが必要不可欠である。腐敗行為になりがちな活動につい
て外部企業にアウトソースするなど、対処するための手段がいくつかある。さもなくば、後発として
ビジネスに参入できるまで待つか、腐敗行為の避けられない取引を敬遠するかである。」 
 
モラールについて、ある程度柔軟な姿勢をもつことが成功につながる。ソ連時代から、生きるた
めに役人の賄賂社会や闇経済に辛抱強く対応してきたロシア人だが、Gratchev et al.［1999］に
よると、現在でも、国家や立法は経済のイニシアチブや競争に遅れをとっており、誰もが成功する
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ためには何をやってもよい（everything is possible）と考えがちになる。これは、しばしば倫理的
な基準やモラールを無視することにより成功につながることになる、という考えになる。義務として
の賄賂から、成功のための賄賂と性質は変わったが、これは現在でも根強く存在している。 
GLOBEの人間志向は、非常に低い数値となっている。Gratchev et al.によると、現代社会は、
社会規範も法律も不幸な者を守る仕組みにはなっていない。ビジネス社会では不正や汚職が存
在し、倫理規範やモラールはビジネスや社会全体ではそれほど尊重されなくなった。現代社会は
より搾取的になり、富は尐数の者の手に集中することになり、福祉や社会保障はしばしば無視さ
れるようになってきた。競争はしばしばアンフェアで法律を超えたところにあり、汚職やマフィア、
闇経済の影響が存在する。尤も、多くのロシア人は、生存、正義、目標達成、自己実現、活動の
経済的利益などを基本的なイシューとして重要視している。人間志向の（Should Be）の値が高い
のはその現われであろう。 
ロシアでは、行政上のルールの適用についてコストのかかる社会である。許認可をとるのに、膨
大な書類、時間、手数料を要する。必要な事項が明確にされず公表もされていないことから、企
業は、手続きを短絡にするために賄賂を支払う。行政官庁には予算が充分には配分されない。
行政機関は、アドホックに料金を引き上げる。また、公務員の給料は低く、遅配があるため、賄賂
が求められる17。主要経済国22ヶ国の中で、ロシアは最も賄賂を支払う可能性が大きく、ビジネス
の慣習として用いられている国であるとの調査結果もある18。 
 
この点は、いずれの日系企業のグローバルリーダーも、具体的な言及は避けながらも、同様の
経験をもっている。手続きが遅々として進まない場合は時に賄賂を用い、または、より上位か或い
は権威のある外部機関にアプローチすることもある。一方、これらのやりとりを外国人である日本
人が対応することは極めて難しい。上手く対応するためには、ロシア人スタッフの知恵やコネクショ
ンの利用が欠かせない。 
 
10.  Fey8. 人脈構築を図り、政府、行政機関と友好な関係の構築が必須 
（Cultivate relationships with government agencies at all levels）  
 
「依然として、政府や行政機関がビジネスに対して専断的な権力を握っている中で、人脈は極め
                                               
17 財団法人国際金融情報センター 『ロシアの政治・経済動向 －プーチン大統領の目指すもの－』 （2001, 3） 
18 Bribe Payers Index 2008 (Transparency International) 
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て貴重な財産となる。賄賂は必ずしも必要ではなく、敬意を如何に見せられるかが重要である。
経営者は、定期的に行政機関に足を運ぶなど、彼らと良好な関係を築くことが大切である。」 
 
行政機関と良好な関係を築いていくのは外資系企業には困難なことである。前項で必要悪とし
ての賄賂について述べたが、賄賂は政府、行政機関と有効な関係を築くための一つの手段、意
思表示にすぎず、手続きの一つではない。有効な人間関係を築くためには、賄賂以外の手段も
ある。 
Rose［1995］によると、一般民衆は国家との関係をできるだけ避けようとするが、どうしても国家
との接触が必要となるときには、フォーマルで民主的なチャネルによらずむしろ国家官僚との人間
的な関係を通して個人的につき合おうとする。 
行政機関とだけでなく、組織内外の人的ネットワークの構築は非常に重要である。Gratchev 
et al.［1999］は、ロシアの起業家はネットワークの中で成功しており、フォーマルな契約に頼らず、
友人や社会的な付き合いに頼っていると指摘している。 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ 役人との折衝は、いくらロシア語ができても日本人では対応できない。ロシア人に任せる。最
近は、ロシア流にうまく折衝できるロシア人も採用しにくくなった。（A社、C社） 
・ 役人、警察は理不尽であり、汚職が蔓延している。逆らうこともできない。（E社） 
・ ロシア人は恩義を忘れない。付き合いやすく、信頼できる。お酒が飲めなくても付き合いは問
題ない。（C社） 
・ ビジネスの成功のコツは、いかにキーパーソンにたどり着くかということである。担当者レベル
から上の役職の人まで、信頼関係を築きながら仕事をすすめていく。やはり、一緒に飲みに
行くことが近道である。（B社） 
 
社内外に、人的ネットワークを構築することは、とりわけ重要である。ロシアは契約社会ではなく、
コネ社会であり、リーダーは積極的に関与していく必要がある。 
 
11.  2種類のロシア人 
 
企業インタビューの結果、同じロシア人でも 2 種類、新しいロシア人と古いロシア人の意識の差
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が顕著にあらわれているところがあった。具体的には、不確実性の回避、集団主義、権力格差に
ついてである。新しいロシア人は、よりリスクをとり、個人主義的であり、権力格差の意識が小さい
ことが分かった。第 1 章で、インタビュー調査対象の日系企業を本社志向と現地志向とに分類し
たが、現地志向の企業は、より新しいロシア人を採用していることが分かった。 
そもそも現在のロシア人文化はいつ頃形成されたものだろうか。また、ソ連邦崩壊後の短い期
間で、国民文化は変わりうるものであろうか。五十嵐［1999］は、文献 91 冊を調べた結果、ロシア
人・ソ連人の国民性として記述されているデータを 610 点見出し、それらを 149 の区分に分類し
ている。それらは、帝政ロシアから革命後にも継承性のあるもの 540（89%）、革命以前に限られる
もの 33（5%）、ソ連時代のもの 37（6%）であり、大部分が超歴史的なものと分類された。それらが
形成された自然的な要因として、厳しい気候、国土の広さ、深い森を挙げており、歴史的な要因と
して、農奴制、帝政、共産主義、タタールの侵入、ビザンツ文化を挙げている。Fey［1998］も、19
世紀の歴史学者 Kliuchevskii によってロシアの国民文化が提示され、その後ロシアには大きな
変革があったが、多くの特徴は変わっていないとしている。その要因として、ロシアは西と東の基
本的価値観を吸収し、文化的伝統のかけはしとなったことや、広大な地理的空間を挙げている。 
ポクロフスキー［2006］は、ロシア史は外敵との戦いの歴史であり、その結果、ロシア人は愛国
心の強い民族になり、強いリーダーシップへの憧れをもつようになった。また、ロシア国民は長期
間農民であり、1868 年に農奴制度が廃止されるまで農民は地主の所有物であったことの影響が
大きいとしている。 
また、共産主義の影響も大きい。Grathev et al.［1999］は、20 世紀に入って、ロシア人の特性
は、ソ連全体主義の影響を受けたとしている。しかし、ソ連崩壊後の市場化への移行について、
Alexashin=Blenkinsopp［2005］は、ロシア人マネジャーは、自国の国民文化の影響よりも西側
のマネジメントの価値観の影響を受けている。特に経済的影響について、マネジメントの考え方や
アカデミックな分野でのアメリカの影響力の大きさもあり、アメリカの価値観に最も影響を受けてい
ると指摘している。Brett［1998］も、ロシアのカルチャープロファイルは、急激な政治や経済の変
化の影響を受けており、特に大都市では集団主義の意味も変わってきた、としている。 
ソ連崩壊後、政府資産払い下げで財をなした「オリガルヒ」を筆頭に、ノーヴィ・ルースキー（新
ロシア人）と呼ばれる資産家が多く誕生した。2008 年は世界の 1125 の億万長者（billionairs）の
内、ロシア人はアメリカ人に次いで多い 87 人を数えた。2009 年は 793 人と億万長者
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（billionairs）は激減したが、ロシア人は 55 人を数えた19。富裕層はより裕福に、貧困層はより貧
しくなっており、2006 年の人口ピラミッド上位 10％の可処分所得は底辺 10％の 18 倍となってい
る。また、その中間に新しく中流層が誕生し、現在では全人口の 20%を占めるようになった20。
2007 年のロシア国家保険会社戦略研究センターの報告によると、その中流層が高額富裕層より
も早いスピードで増加している。年収が 3 万ドルを上回るロシアの中流世帯数が 500 万世帯に上
り、対前年度比 60％増となっている21。中流層以上のロシア人は、市場主義を肯定的にとらえ、
上手く対応しているといえる。一方貧困層には、資産家や市場主義自体に懐疑的な人が多い。 
 
Fey et al.［1999］は、ロシア人には 2 つのグループが存在していると述べている。 
① 社会人生活の多くをソ連時代に経験しているグループ。ソ連時代に型にはめられてしまった
彼らは、仕事というものを単に日常のルーチンの一つとしかみていない。市場経済について
の理解に乏しく、今日必要とされるスキルの多くを持ち合わせていない。一般的に変化を拒
み、生産現場、エンジニアに多い。 
② 1990 年以降社会人になったグループ。この若いロシア人は、やる気にあふれ、将来につい
て肯定的にとらえており、学ぶ姿勢が強い。急速なスピードで変化する市場経済の中でいか
に生き残っていくか理解している新しいロシア人である。 
 
Kets de Vries［2000］も同様に、これからのロシアを背負っていく能力あるタレント・プールに、
2 種類のグループが存在する、と述べている。 
① 若い企業家（Nascent Entrepreneurs）－新しいビジネスの準備を行っている個人。若く、情
熱的で、才能あふれる人々である。学びを重視している。彼らの共通認識は、ビジネスの創造
を機会とみなしていることである。成功志向であり、自らの企業の成功のために注力している。
誰かの責任にするようなことはせず、自身の行為に対する責任を進んでとる。 
② 古いグループ（Older Group）－ソ連時代の管理者や官僚であり、古いグループは、2つのサ
ブ・グループに分類できる。  
                                               
19 The World's Billionaires, Forbes.com, Luisa Kroll, Matthew Miller and Tatiana Serafin, 03.11.09 
http://www.forbes.com/2009/03/11/worlds-richest-people-billionaires-2009-billionaires-intro.html 
20 平成 19 年度農林水産物貿易円滑化推進事業のうち品目別市場実態調査(結果）ロシアの概況 pp.16-21 
21 “Five Million Families in Russia Earn Over $30,000”,  Kommersant, Russia's Daily Online, September 6, 2007 
http://www.kommersant.com/p-11352/income_family/ 
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（1） 現代ロシアのビジネスエリート。ソ連時代に築いた富と権力を利用し、特権を維持し続け
ている人々である。以前は制限されていた起業家としての可能性を開花させ、市場経済に貢
献している。 
（2）ソ連時代のメンタリティを保持しながら、自己保身に固執するより古い世代の人々。彼らは、
古いソ連官僚組織の中の政治的な能力、そしていかにそのシステムを活用し、彼らの従業員
を管理できるかという知識から、権力を得てきた。彼らの多くは政治的エリートである。 
 
Gratchev et al.［1999］は、ロシア人のリーダーについて、4 種類のタイプに分類している。 
① 保守派（Old Guard）－かつて培ったコネクションを利用し、情報や意思決定者へのアクセス
を確保し、資源のコントロールをしているリーダー。国際的にも競争力をもつ石油、ガス、宇宙
産業、航空産業、造船業等で主要なポジションについている。 
② ニューウェーブの起業家（New Wave of Entrepreneurs）－従来とは異なる方法で経済的
に独立したリーダー。イノベーションを追求する。かつては闇経済のリーダーであったが、現
在は合法化された経済活動を行っている。共産党員や軍事関係者がビジネスマンに転身し
たケースも多いが、多くはハングリー精神を持ち、ビジネスの教育を受けた若者である。 
③ 意に沿わぬ起業家（Unwilling Entrepreneurs）－失業せず生活ができるようにという思い
から、主に小規模な貿易業を営む経営者。 
④ 外資系企業の代表（Foreign Entrepreneurs）の代理人－ロシア市場に進出する外資系企
業の代表。この中には祖国を離れたロシア人もおり、ロシアでのビジネスとの結びつきを強め
ている。 
 
これら 2 種類のロシア人について、どのように企業戦略に結びつけていくか考慮が必要である。
新しいロシア人しか採用しない、という方法も有効であるかもしれない。しかし、行政との折衝は古
いロシア人が長けており、また、ロシア企業との提携やロシア企業を買収する場合には、古いロシ
ア人を内部の人材として活用していかなければならなくなる。古いロシア人のメンタリティを変える
ことは困難であり、配置やマネジメントの工夫が必要である。 
 
12.  ロシアの国民文化リスト 
 
Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」を検証した結果、ロシアの文化についての背景が見え
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てきた。下記 8 つの特徴的なロシアの国民文化リストに加えて、新たに 3 つを提示したい。 
① 権力格差が大きい 
② 集団主義 （新しいロシア人には極端な個人主義も見える。） 
③ 人間関係重視 
④ Ｐ・タイム文化、同期的文化 （欧米外資系企業にはＭ・タイム文化も見える。） 
⑤ 不確実性の回避の程度が高い （新しいロシア人は不確実性の回避の程度が低い。） 
⑥ 高コンテクスト文化 
⑦ 短期志向 
⑧ 柔軟な倫理観 
 
「8 つの掟」からは検証できなかったロシア人の文化特性について、先行研究及び日系企業の
グローバルリーダーに対するインタビューから得られたコメントから、以下の 3 点を付け加えたい。 
⑨ 直感的感覚的 
⑩ ジェンダー平等 
⑪ 二重スタンダード 
 
直感的感覚的 
日本人とロシア人の共通の考え方としてプラーソル［2007］が挙げているのは、西洋文明では
人々が人間社会や自然などを知覚するにあたって論理的な分析法を基盤にするのに対して、ロ
シア人と日本人は直感的認識と感覚的知覚を利用することが多いという点である。プラーソルは、
ロシア人も日本人もおかれた状態を積極的に変容するより自分をその状態に順応させる志向を
示しており、行動パターンには慎重深さや前例尊重主義がみられるという。これらは、両国とも環
境に順応する外的コントロール志向であり、高コンテクスト文化であることからも理解しやすい。 
リーダーは、スタッフを論理的に説得するだけでは不十分であり、感情や感覚で理解してもらう
よう工夫する必要がある。 
 
ジェンダー平等 
中世ロシアでは、男女の役割は明確に定義されていた。ソ連時代には、男女は法的に平等に
なり、スターリン時代は男性の人口が減ったため、女性に男性の役割を担えるようにした。
Gratchev et al.［1999］によると、1990 年には、3700 万人の男性、3800 万人の女性が経済活
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動に従事している。1995 年データでは、男性の学卒者が 28％ 修士以上が 17％であるのに対し、
女性の学卒者は 39％、修士以上は 20％と、教育レベルの高いロシア人の中でも特に女性の方
が社会進出も教育レベルも高いことが分かる。ジェンダー平等はソ連時代からかなり進んでいると
考える。Fey et al.［2000］は、ロシアは比較的ジェンダー平等が進んでいるとしているが、
Hofstede モデルの調査では、男性らしさ（Masculinity）は、調査結果にばらつきが見られた。
Fernandez［1997］の結果は比較的高い数値を示している。女性は男性の隣で仕事をしており、
重要なシニアのポジションは男性が占めることが多いと記している。 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ ロシアでは、女性は大切に扱われる。子どもがいても、ほぼ全員社会に出て就業する。しかも
家事もこなす。男性はほとんど家事をしない。職場では、判断するのは男性の仕事で、実務
をしっかりこなしていくのが女性の仕事である。女性のマネジャーは尐なく、なりたがる人も尐
ない。経理は全員女性。エンジニア、サービス、セールスは男性。物流、法務、人事は圧倒
的に女性。アドミも女性であり、役割の分担がある。（E社） 
・ 一般にロシア人マネジャーや経営者は増えている。経理、人事などは女性が多い。（C社） 
・ 経理、人事だけでなく、営業にも女性が豊富である。ディレクター他、マネジメントのポジショ
ンにも女性がついている。（B社） 
 
女性のポジションについては、日本における日系企業と外資系企業のような違いがある。いず
れにしても女性に敬意を払い、希望の職種に配慮する必要がある。 
 
二重スタンダード 
Puffer［1996］は、欧米とロシアとの倫理基準の違いについて、欧米では状況にかかわらず共
通の倫理基準を持っているのに対して、ロシアなどスラブ社会では、私的な関係とビジネスや公
の生活で、2 つの倫理基準をもっているとしている。ポクロフスキー［2006］は、ロシア人の特徴の
一つとして、「全責任を 1 人でとらない」ことをあげており、配慮と工夫が必要であるとしている。ロ
シア人は、「自分のために働く」と「誰かのために働く」という意識の違いが極めて明確になってい
る。ロシア人は、自分の仕事を「誰かのための仕事」として意識してしまった場合、責任とモチベー
ションが格段に下がる可能性があり、「自分のための仕事」としてとらえた場合にはモチベーション
が上がり、仕事の結果が自分に直結すると認識するため、取り組み方が積極的になる。これは、ソ
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連時代の影響である。ロシア人は、仕事の顔と仕事後の顔が全く違う。仕事は生活の糧を稼ぐ以
上のものではなく、ノルマを超える努力や残業という考えはなかったためである。 
 
日本人グローバルリーダーの印象は次の通りである。 
・ 『はい、はい、はい』と言うが、これには注意が必要である。たいていの場合、力を抜きながら、
決して一所懸命仕事をやらない。（C社） 
・ 定時の５時半を過ぎても、多くのロシア人スタッフは職場に残っている。土日も必要であれば
出勤し、タイムシートにつけずに自主的に仕事をしようとする。（E社） 
・ ソ連時代は、定時の6時になれば皆帰宅した。時報をスピーカフォンにして聞きながら、帰り
支度をしていた。2000年当時30歳以上の人は、なかなかソ連のメンタリティが抜けない。現
在では、残業や休日返上も厭わない。土日にもミーティングを行っている。労働時間管理の
観点から、休みをとるようにむしろ指導している状態である。（A社） 
・ 残業は全くやらない。日本人駐在員は激務だが、ロシア人スタッフは、残業の依頼をしても、
言い訳しながら断る。一方、日中は尐なくとも3度もティータイムをとるなど、熱心さがない。仕
事でこれがやりたいという意欲を出さないが、自己主張は強い。（F社） 
・ メイルをToで一斉に送ると、誰も返信をしない。責任意識がなく、無視される。ピンポイントで
一人にメイルを送ることが必要である。（F社） 
・ 指示しないとロシア人は仕事をしない。自発的に行動できるロシア人は雇えていない。（F社） 
・ 基本的にロシア人は指示待ちタイプであるが、そういった人は採用してはいけない。（C社） 
・ ロシア人は、モチベーションがあれば、驚くほど働く。決して怠け者ではない。（C社） 
・ 若いロシア人のみを採用している。（B社） 
 
このようにロシア人は二重スタンダードをもっている。「誰かのために働く」ロシア人は、怠惰で怠
け者である。一方、「自分のために働く」と意識の変わったロシア人は、驚くほどハードワーカーに
なり、パフォーマンスを出す。「自分のために働く」ために関与させる、当事者意識を持たせるため
に影響力を発揮することがリーダーの役割となる。 
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第 4 章 
グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー 
 
1. 本章の目的 
 
本章では、第 3 章で作成したロシアの国民文化リスト及び日本人グルーバルリーダーに対して
行ったアンケート調査の結果から、本論文の目的である日系グローバル企業のリーダーシップ・コ
ンピテンシー・モデルを作成する。 
 
2. 先行研究におけるコンピテンシーの定義と本論文における定義 
 
ロシアでの成功の鍵は何か。これはロシアに限ったことではなく異文化環境への適応には全て
共通であると考えるが、一言でいえばフレキシブルにロシアの環境に進んで適応することである
［Fey et al. 1999］。リーダーは、ロシアの国民文化を考慮しながら、コミュニケーションや行動に
よって企業文化を形成していく。リーダーがどのように行動し、どのようなコンピテンシーを活用し
たら、ロシア人従業員に対してより効果的か。 
まずは、コンピテンシーの定義について明らかにする。 
 
コンピテンシーの歴史は、1970 年代に米国国務省から依頼を受けたハーバード大学の心理
学者 McClellan 教授が中心となり、米マクバー社の協力を得て行った外務情報職員に関する調
査から始まった。優秀な職員と平均的な職員とを区別する違いを明らかにし、その成功要因は保
有している知識ではなく、対人感受性であることを明らかにした。その後、多くの研究者がコンピテ
ンシーについて研究し、定義している。文化の定義同様に、コンピテンシーについても定義は多
種多様である（表 9）。 
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表 9  コンピテンシーに関する定義22 
McClelland [1973] 所与の組織の中の特定のタスクを、効果的に遂行することを可能にするそれぞ
れの個人の特性 
Klemp [1979] 個人に備わっている一般的な知識、スキル、性格、自己スキーマ若しくは動機
で、非公式に、外部のパフォーマンス基準に照らして効果的な行為に結びつくも
の 
Klemp [1980] ある業務において効果的、且つ/または、高業績をもたらす個人の特性 
Boyatzis [1982] 効果的または高業績を導く、またはその原因となる個人の特性 
動機、特性、技術、自己像の一種で、社会的役割、知識体系を含む個人の根源
的特性 
Waters=Sroufe [1983] ある環境下で機会を生み出しそれを利用する能力、または、要求に柔軟に反応
する能力に関する統合的概念 
Reber [1985] タスクを実行しまたは何かを達成する能力 
McLagan [1990] 良好な結果を生み出すために重要な意味をもつ個人の能力 
Guion [1991] 状況を超えて一般化し長期間持続的な行動や考え方 
Hooghiemstra [1992] 動機、性格、自己概念または価値観、コンテンツの知識、認知または行動スキル
－確実に測定、計算ができ、高業績者と平均業績者を明確に区別する個人の属
性 
Spencer=Spencer [1993] ある職務または状況に対し、基準に照らして効果的、あるいは卓越した業績を生
む原因として関わっている個人の根源的特性 
Hedges [1995] 一定の時間内に実行され、2つかそれ以上のコンピテンシービルダーを含み、最
終的に製品やサービス、決断に導く具体的なはじめと終わりのある観察可能で
測定可能な行動 
Ledford [1995] 知識、スキル、行動など高業績を可能にする個人の特性を表すもの 
Fleishman et al.[1995] 知識、スキル、能力、モチベーション、信念、価値観や興味の混合物 
                                               
22 筆者の日本語訳については、以下の単語訳について統一的に用いた。abilities （何かをする）能力、attitude 
態度、attribute（Physical and psychological characteristics of an individual） 属性、behavior 行動、
capability （地位、教育などに伴う）能力、characteristic 特性、interest 興味、knowledge 知識、motive 動機、
skills スキル、talent 生まれつきの才能、 trait 性格 
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Weiss=Hartle [1997] 高業績を導くものと証明された個人的な特性 
Dalton [1997] 高業績者をそうでない者から区別する行動。確かな動機、性格、スキル、そして
特定の方法で一貫して行動する人による能力 
Sparrow [1997] 人々の行為のレパートリー（才能や能力の範囲）。すなわち、仕事の成果に関わ
り、また平均的な業績者と高業績者を区別することに関する行為のパターン 
Mirable [1997] 職務上の高業績につながる知識、スキル、能力、その他の特性、たとえば、問題
解決、分析的思考やリーダーシップを含む。あるコンピテンシーの定義では、動
機、信条や価値観を含む 
Parry [1998] 特定の業務に影響を与える知識、態度、またはスキルの一群で、仕事の成果に
関係があり、測定可能で、トレーニングにより向上するもの 
Bratton [1998] 業務を行う上で必要不可欠なあらゆる知識、スキル、性格、動機、態度、価値観
または個人の特性 
根本 [1998] 個人に帰属しやすく、しかも行動レベルに表れた顕在的能力 
Whiddett=Hollyforde 
[1999] 
個人が、ある特定のコンテクストの中で効果的に業務に関するタスクを実行する
際の行動 
Lucia=Lepsinger 
[1999] 
組織に対して効果的な貢献をもたらすために求められる知識、スキル、特性 
Arthey=Orth [1999] 高業績につながる個人的な知識、スキル、態度、行動、そして組織に持続的競
争優位をもたらす共同体、プロセス、組織能力を含んだ観察可能な一連のパフ
ォーマンスの次元 
Green PC [1999] 業務目標を達成してきた測定可能な仕事のやり方や個人的なスキルについて記
述されたもの 
太田 [1999] ある状況または職務で高い業績をもたらす類型化された行動特性 
ウィリアム・マーサー 
[1999] 
組織内の特定の職務にあって優れた業績をあげる現職者の持つ特性 
アーサーアンダーセン 
[2000] 
特定の職務や状況において成果に結びつけることのできる個人の行動様式や
特性 
本寺 [2000] 人が与えられた役割や職責を果たすため、会社・組織が発揮を期待し、高業績
者が類似的に発揮している、行動レベルで示されている能力 
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Zwell [2000] 平均的なパフォーマーと高業績者とを区別する性格や特性 
Schippmann et al  
[2000] 
ある特定の職務や活動における高業績、またはある知識やスキルの領域につい
て適当な知識 
谷内 [2001] 「継続的にその職務に求められる達成すべき最終成果責任（accountability）を
生み出すために効果的な行動を選択し，実際に行動に結び付けるという行動に
フォーカスした能力（保田，1997]」で、しかも顕在的で他者から観察しうる行動レ
ベルでの発揮能力 
二村 [2005] 保有されているだけでなく、また偶発的な行動ではなく、必要な状況下では安定
的かつ効果的に発揮される行動特性で、欲求や動機などの根源的な要素によっ
て生起される、基本的な個人差 
 
以上のように、コンピテンシーの定義は様々であるが、大別すると下記 4 つの要素が盛り込まれ
ていることが分かる。 
1．個人に備わっている特徴  
動機（ motive）、性格 （ trait）、特性（ characteristic ）、自己概念（ self-image ）、知識
（knowledge）、技術（skill）、能力（ability, capability） 
2．高業績 
  高業績につながる、高業績者のもっている（contribute to successful performance） 
3．顕在化 
  永続的な（enduring）、安定的に（observable） 
4．場、コンテクスト 
  必要な状況下（in the environment, within a given organizational context）、特定職務
の（in a given job） 
  
McLagan［1997］は、コンピテンシーについて様々な定義やアプローチの仕方があることを認
め、職務（task）、業績（results）、アウトプット（output）等の仕事（work）に関連するものと、知識
（knowledge）、スキル（skills）、態度（attitude）、価値観（values）、志向性（orientations）、コ
ミットメント（commitments）などの人に関するもの、そしてそれらの混成物に分類している。 
コンピテンシーは、単なる専門的知識や能力ではない。特定の職務に関連し、また高業績につ
ながっている必要がある。見解が分かれるのは、動機や性格特性などをコンピテンシーに含める
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のかどうかという点である。これは、潜在化対顕在化、能力開発の可否という対立軸から展開され
る。狭義では、価値観や性格は氷山モデルの潜在部分にあり、属人的なものであることからこれら
をコンピテンシーとみなさないが23、価値観や性格は言動によりしばしば顕在化するものであり、
潜在化対顕在化という点では判然としない。また、特定の価値観や性格は、高業績に結びつくこ
ともある。しかし、価値観や性格は、状況に応じて変化させたり、また安定的に「発揮」させる性質
のものではなく、トレーニングにより任意に変えることも極めて困難である。それらは長期間にわた
る生活や環境によって形成されてきたものであるからである。そもそも企業が提供するトレーニン
グに馴染むものではなく、ある基準に基づいて測定することも困難である。 
従って、本論文でコンピテンシーを定義するにあたり、価値観や性格が高業績に結びつくこと
や、コンピテンシーの活用の一場面である採用や配置等に使用される可能性があることを認めつ
つもこれを除外する。即ち、「ある状況下で、特定の職務に関連し、安定的に発揮され、高業績に
結びつく個人的な知識、技術、能力その他の特徴」と定義する。 
尤も、コンピテンシーの概念自体非常に範囲が広いため、分類し、分析することは不可能に見
える。コンピテンシーを利用する場面も多様であるため、目的に応じて必要とするコンピテンシー
を絞り込む必要がある。コンピテンシーとは、組織やコンテクストなど、ある状況下で、特定の職務
に関連するものであるため、一律にコンピテンシーを絞り込むのは不可能であり、意味のないこと
である。 
リーダーのコンピテンシーについても、いくつか先行研究がある。Spencer=Spencer［1993］の
管理者の一般モデル、Boyatzis［1982］のリーダーシップ・クラスター、Zwell［2000］のすぐれた
マネジャーになり得るかどうか決定するコンピテンシーなどである。 
グローバルリーダーのコンピテンシーになると、さらに語学などのコミュニケーション能力、異文
化理解などの要素が入ってくる。グローバル・コンピテンシーの研究にはまだ歴史が浅く、数が尐
ない［Mendenhall 2001, Caligiuri=Santo 2001］。Black et al.［1999］は、国籍に関わらず適
用されるグローバル特性として、知的好奇心 （inquisitiveness）, 大局観（perspective）、性格
（character）、実際的知識（savvy）の 4 つをビジネスのグローバル・ダイナミクスとしてあげており、
グローバルリーダーが成功するためのコンピテンシーの 2／3 を占めるとしている。その他の 1／3
については、国とのアフィリエーション（country affiliation）、業界（industry）、会社とのアフィリ
エーション（company affiliation）、職責（functional responsibilities）といったその他のダイナ
                                               
23 「氷山モデル」を提示した Spencer=Spencer［1993］は、表出してより観察可能なものも、人格の中核にあり不可
視的なものも含めてコンピテンシーと定義している。 
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ミクスであり、これは環境やアサイメント、文化に影響するものである。永井［2005］は、コンピテン
シー尺度に基づくグローバルリーダーの評価や能力開発について、地域的な汎用性と地域特性
の両面を考慮に入れることが重要であり、これによって、環境との適合性が高いグローバルリーダ
ーの能力開発につながる、と述べている。 
今やグローバルリーダーは、海外の一国だけに赴任する訳ではない。Adler=Bartholomew
［1992］は、従来のインターナショナル・マネジャーと、トランスナショナル・マネジャーに要求され
るスキルとして（表 10）のような比較をしている。 
 
表 10  トランスナショナル・マネジャーとインターナショナル・マネジャーの比較 
トランスナショナル スキル トランスナショナル・マネジャー インターナショナル・マネジャー
グローバル・パースペクティブ
グローバルな視点から世界中のビジ
ネス環境について理解している
海外のある一国について、本国と当該国
の関係のマネジについて注視する
ローカル・レスポンシブネス 多くの文化を学ぶ ある一国についての専門家
シナジーの学習
同時に多くの異文化の人から学び、
共に働く
個別にまたは連続的に、それぞれの文化
の人を導き、共に働く
移動と適応 多くの海外の国々の生活に適応する ある一国での生活に適応する
異文化インタラクション
自身のキャリアを通じて日々の業務
に異文化インタラクションスキルを
使用する
主に海外駐在時に異文化インタラクション
スキルを使用する
コラボレーション 外国人の同僚とも等しく接する
はっきりした組織階層と支配的文化の中
で接する
海外経験
キャリアと組織ディベロップメント
のためのトランスパット
主に任務を達成させるためのエクスパット
（またはその受入れ）
 
出所： Adler, N. J. and S.Bartholomew ［1992］, p.5４ 
 
国内に限定したリーダーシップのコンピテンシーとグローバルリーダーのコンピテンシーには当
然違いがある。本論文で取り上げるグローバルリーダーについては、Adler=Bartholomew
［1992］の定義に従えば、ロシア一国を対象とする従来のインターナショナル・マネジャーで十分
であり、トランスナショナル・マネジャーである必要はない。トランスナショナル・マネジャーになると、
海外のある一国の専門家であるインターナショナル・マネジャーとは、異なるコンピテンシーを示
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すであろう。実際、インタビュー及びアンケート調査を実施したグローバルリーダーは、いずれもイ
ンターナショナル・マネジャーであった。 
 
3. ロシアにおける効果的なリーダーシップ・コンピテンシー 
 
ロシアでの効果的なビジネスリーダーのプロファイルは、国家の歴史的な特徴や全体主義の遺
産、移行期社会の特性を吸収しているものである［Gratchev et al. 1999］。 従って、効果的なリ
ーダーシップ特性は、今まで検証してきたロシアの国民文化が反映されているはずである。それ
では、ロシア人リーダーはどのようなコンピテンシーを発揮しているのだろうか。 
GLOBE は、グローバル・リーダーシップ・ビヘイビア（global leadership behaviors）として 6
つの特性を特定している。 
・ カリスマ/バリュー型リーダーシップ（Charismatic/value-based leadership）：しっかりしたコ
ア・バリューを基礎に、動機付け、意欲を起こし、メンバーから高い業績を引き出す。 
・ チーム志向型リーダーシップ（Team-oriented leadership）：チームビルディングとメンバー
間の共通の目標を強調する 
・ 参加型リーダーシップ（Participative leadership）：メンバーを巻き込み、決断し、実行する 
・ 人間志向型リーダーシップ（Humane-oriented leadership：メンバーに対し支援し、気遣い、
思いやりをもち、寛容である 
・ 自律的リーダーシップ（Autonomous leadership）：何にも属さない個人主義 
・ 自己防衛的リーダーシップ（Self-protective leadership）：リーダーとメンバーの安全と保護
を確保する 
ロシア、日本、アメリカの GLOBE のスコアを比較する（表 11）。 
 
表 11  GLOBE リーダーシップ・ビヘイビアの比較 
ロシア 日本 アメリカ
カリスマ/バリュー型 5.66 5.49 6.12
チーム志向型 5.63 5.56 5.80
参加型 4.67 5.07 5.93
人間志向型 4.08 4.68 5.21
自律的 4.63 3.67 3.75
自己防衛的 3.69 3.60 3.15  
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日本と比較すると、ロシアは、参加型リーダーシップ（Participative）と人間志向型リーダーシ
ップ（Humane-oriented）が低く、カリスマ型リーダーシップ（Charismatic）と自律的リーダーシ
ップ（Autonomous）が高い特徴がある。強いリーダーが、自ら決断し、スタッフには命令すること
でマネジメントしていることが分かる。 
 
また、Trompenaars=Hampden-Turner［1993］を参考に、ロシア人の文化について、効果的
な管理の方法を挙げる。 
 
個別主義者を管理する場合 
・ 社内でネットワークを非公式的に構築して、自分だけが理解していることを数多く作り出すこと 
・ 慣れ親しんだ活動のパターンを非公式的に変更するように努力すること 
・ 人間関係を修正することで管理システムも修正されるようになる 
・ 自分一人で静かにレバーをひく 
 
共同体主義者を管理する場合 
・ 集団の中で個人のパーソナリティと個人の欲求を組織の欲求に適合しようとする 
・ 団体精神、モラール、集団のまとまりに配慮する 
・ 集団全体を激賞して、えこひいきをしないようにする 
・ 全員が満足するような最高目的を掲げる 
 
感情表出者を管理する場合 
・ 客観的、冷淡な振る舞いを避ける 
・ 誰の仕事やエネルギーや熱意が、どのプロジェクトにつぎ込まれたかを発見した場合、粘り強
くがんばった人を評価する 
・ 脅威に思ったり、強制されることなく、「過度」の激情に堪え忍ぶ。そして、激情を和らげる 
 
関与拡散的志向者を管理する場合 
・ 経営とは、継続的に改善を行うプロセスのことであり、それによって品質が改善される 
・ プライベートの問題とビジネスの問題は、相互に通い合うものがある 
・ 当人の全体状況を考慮してから、判断を下すようにする 
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・ はっきりしない、あいまいな指示の方が、微妙で敏感な解釈を許すので、それによって社員た
ちは個人的な判断を下せると理解されている 
 
属性型地位志向者を管理する場合 
・ マネジャーが尊敬されるのは、年功によるものである 
・ 目標による管理や業績給は、マネジャーから直接与えられる報酬ほど効果的でない 
・ 決定に異論が出されるのは、上位の権限を持つ人たちからだけである 
 
同期的時間志向者を管理する場合 
・ 従業員が報われたと感じると共に充足感を覚えるのは、上司や顧客との関係改善を達成する
場合である 
・ 従業員が入社して以来たどった経歴と共に当人の持つ将来に秘めた潜在力が、現在の業績
を検討する際の脈絡となる 
・ 会社という脈絡の中で従業員が持つ最終的な目標について当人とよく話し、どのような方法
でこのような目標を実現できるか議論する 
 
外的コントロール志向者を管理する場合 
・ さまざまな人の目標の間で一致を得る 
・ 現在の方向性を強化して、従業員の仕事を促進させる 
・ 意見の衝突があれば、穏やかに解決する時間と機会を当事者に与える 
・ 環境による管理が機能するのは、全員が変化を伴う外部からの要請に適合するように誠実に
専念する場合である 
 
Brodbeck et al.［2000］は、ロシアにおける最も重要なリーダーシップ特性として、ビジョナリー
（Visionary）、管理能力（Administrative-skilled）、精神的指導力（Inspirational）、決断力
（Decisive）、そして誠実さ（Integrity）を挙げている。 
また、欧米外資系企業の効果的なマネジメントについて、Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの
掟」の他に、Fey et al.［1999］は、ロシアで展開している 9 つのスウェーデン企業の調査を行って
いる。それによると、ロシアのコンテクストの中でパフォーマンスが向上した組織文化の特徴として、
愛社精神（company spirit）、権限委譲（empowerment）、トレーニング（training）、チーム・オ
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リエンテーション（team orientation）、調整/統合（coordination/integration）、暗黙の規範
（implicit behavioral norms）、顧客主義（customer focus）、戦略（strategy）の 8 つが挙げら
れている。 
 
ロシア人同士であれば権威主義でマネジできるが、外資系企業のリーダーはそれをすぐに真
似すべきではない。高コンテクスト文化のロシアでは、ロシア人以外のリーダーは、「外」の人であ
る。従って、権威よりも、「内」に入っていく努力をすることで、コンテクストを理解、共有していかな
ければならない。その結果、徐々にロシア人が「自分のために働く」よう働きかけることができるよう
になる。 
Fey=Denison［2003］によると、1 つの家族のような組織文化を作ることが重要であり、その手
段はリーダーの手にある。リーダーは、繰り返し、全ての従業員は会社の一部であり、会社にとっ
て非常に重要であることを伝える必要がある。全体会議を定期的に開き、全員と握手し、また、オ
ープンドアポリシーや提案箱制度を導入することによって、従業員の自由な参加、貢献を促すこと
が大事である。ロシア人は 1 対 1 の関係に価値を置く。形式的なグループミーティングにはあまり
価値がない。また、ジョブ・セキュリティからも愛社精神が生み出される。 
 
4. 日系グローバル企業のグローバルリーダーに対するアンケート調査 
 
それでは、実際の日本人グローバルリーダーは、どのようなコンピテンシーを発揮していたので
あろうか。 
グローバルリーダーのコンピテンシー・モデルを作成するために、筆者は、インタビュー調査の
他に、日系グローバル企業 5 社、9 名に対しアンケート調査を行った。アンケート項目については、
日系グローバル企業質問票は、Global Leadership Competency（GLC）研究会の簡易版グ
ローバルリーダーシップ・コンピテンシーアセスメント質問票を使用した［永井 2005］。 
GLC 研究会は、グローバル・コンピテンシーの活用度における地域の文化的影響を調べるた
め、「本社国籍比較」、「同一企業国籍の地域間比較」、「同一地域内の多国籍企業間比較」とい
う 3 種類のグループ間の分析を行い、グローバルマネジャーが置かれた環境において、パフォー
マンスを上げるためのコンピテンシーの種類を分析した。 
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日系企業から見た分析結果は次の通りである。 
① 日系企業は、本社間比較において、多国籍企業と比べてコンピテンシーの活用度が低い。 
② 日系企業グループ内でも、日本本社では他地域に比べてコンピテンシーの活用度が低い。 
③ 日本地域では、企業国籍によるコンピテンシー活用度にあまり差がない。 
④ 欧州・米国地域では、本社国籍よりも外資系マネジャーの方がコンピテンシー活用度が高い。 
 
文化的多様性が高い欧州地域では、他地域に比べて、多様なコンピテンシーが高い頻度で用
いられる。反対に、文化的多様性が低く職務行動における均質性が高い日本では、コンピテンシ
ーの活用度が相対的に低く、所在地域の文化的な背景がコンピテンシーの活用に介在している
［永井 2005］。 
多様性の高低はコンテクスト文化の高低、均質性の高低は個人主義対集団主義に置き換える
ことが可能である。日本とロシアのそれらは類似していることから、コンピテンシー活用度が双方と
も低いこと、また、日本よりもロシア赴任時の方がコンピテンシー活用度が高いことが推測される。
GLC 研究会の調査では、ロシアを一つのカテゴリーとしておらず、また、意図的に海外派遣者を
調査の対象としていないため、本アンケート調査を行う価値があるものと考える。 
 
コンピテンシーアセスメント質問票の内容は次の通りである。 
「日本での勤務時」、「ロシアでの勤務時」、各設問について、自分が通常とるであろう行動・思
考パターンに一番当てはまると思う番号に○をつけてもらう。また、「ロシアでの勤務時の理想」に
ついて、このような行動・思考パターンを実行したらロシアではより効果的ではないかと考える番号
に○をつけてもらう。番号は、全くあてはまらない（1）から非常にあてはまる（7）までの 7 段階で、
高得点ほどコンピテンシーを発揮していることになる。 
設問は、3 つの行動次元「課題設定」、「意思決定」、「実行」と個人の資質に関係する「コア」次
元に大分類し、a「多様性の受容」から ｋ「ネットワーキング」までの 11 のコンピテンシー、22 問で
構成されている。 
11 のコンピテンシーと、その内容は下記の通りである。 
 
「課題設定のコンピテンシー」 
（a） 多様性の受容 ・・・ 設問 1,2 
多様性の受容が高い場合、権威主義ではないリーダーシップを発揮している。現地メンバー
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の状況に配慮し、アイデアを傾聴することにより、周囲との信頼感を醸成する。 
（b） 学習力 ・・・ 設問 3,4 
学習力に関する要素が高い場合、自分の業務に必要な知識を自発的に学び、経験から自ら
の能力を継続的に高めていく。また、それらを組織のメンバーと共有するリーダーシップを発
揮している。 
（c） 達成志向 ・・・ 設問 5,6 
困難にあっても後ずさりせず、また、時間的な制約条件に注意を払い、目標を達成するために
組織のメンバーを巻き込むリーダーシップを発揮している。 
 
「意思決定のコンピテンシー」 
（d） 情報収集力 ・・・ 設問 7,8 
ビジネスに影響を与える可能性のある社会、経済、政治などの情報を収集し、また直接情報が
入手できる情報源を確保している。 
（e） 創造的思考 ・・・ 設問 9,10 
既存の考えにとらわれず自由な発想をし、様々な考えや情報を統合することで新しいアイデア
を生み出す、未来志向でイノベーティブなリーダーシップを発揮している。 
（f） 分析的思考 ・・・ 設問 11,12 
多様な情報を論理的に系統づけて組立て、多くの情報を体系づけることによって問題を発見
する。論理的にメンバーを説得するリーダーシップを発揮している。 
 
「実行のコンピテンシー」 
（g） 組織マネジメント ・・・ 設問 13,14 
メンバーが成長意欲を持てるように仕事の役割を与え、メンバーを公平に扱うことでやる気を
起こさせるリーダーシップを発揮している。 
（h） 成果マネジメント ・・・ 設問 15,16 
組織内での業務プロセスを構築し、確実に業務を達成する。目標が未達成の場合は要因分
析を行い、次の活動に反映させる 
（i） コミュニケーション ・・・ 設問 17,18 
あいまいな状況や誤解を解消するよう対話をはかり、関係部署の支援・理解をえながら仕事を
すすめるリーダーシップを発揮している。 
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「コアのコンピテンシー」 
（ｊ） 倫理性 ・・・ 設問 19,20 
ミスをしたときは素直に認め、守れないかもしれない約束はしない。 
（ｋ） ネットワーキング ・・・ 設問 21,22 
社外のリソースをいつでも利用できるように幅広いネットワークを築き、協力を求められたときも
できるだけ協力する。外部とも人脈構築することでリーダーシップを発揮している 
 
アンケートは、日本での勤務時（表 12）、ロシアでの勤務時（表 13）、そしてロシアで理想的な
行動（表 14）の 3 種類を実施した。 
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表 12  コンピテンシー・アセスメント質問票 （日本での勤務時） 
日本での勤務
各項目の内容を読んで、それぞれの項目が表す行動を、
あなたが日頃の活動でどのくらいの頻度で実践されているかを、
７段階の中から最も該当すると思われるものを一つだけ選び、
その数字を○で囲んでください。
1. メンバーのアイデアや提案を傾聴する 1 2 3 4 5 6 7
2. 意思決定をする際、その決定から影響を受けるメンバーの意見を考慮に入れる 1 2 3 4 5 6 7
3. 自分の業務に必要な知識・スキルを自発的に習得する 1 2 3 4 5 6 7
4. 業務上の経験を通じて、自分の知識を継続的に高める 1 2 3 4 5 6 7
5. 困難にあっても後ずさりしない 1 2 3 4 5 6 7
6. 時間的な制約条件に注意を払う 1 2 3 4 5 6 7
7. ビジネスに影響を与える社会経済や政治、環境問題など様々な情報を収集する 1 2 3 4 5 6 7
8. 最新の情報を重要視し、直接情報がとれるような情報源を確保している 1 2 3 4 5 6 7
9. 未知の可能性を模索する 1 2 3 4 5 6 7
10. さまざまな考えや情報を統合して新しいアイデアを生み出す 1 2 3 4 5 6 7
11. 多様な情報を論理的に系統づけて組み立てる 1 2 3 4 5 6 7
12. 課題解決に必要な情報を収集し、それに基づいて解決策に関する仮説を構築する 1 2 3 4 5 6 7
13. メンバーが成長意欲を持てるように仕事の役割を与えている 1 2 3 4 5 6 7
14. メンバーを公平に扱う 1 2 3 4 5 6 7
15. 組織内での業務プロセスを構築し、確実に業務を達成する 1 2 3 4 5 6 7
16. 担当業務の手続きや関連部門との関係を把握する 1 2 3 4 5 6 7
17. 積極的に外国のパートナーと連絡をとる 1 2 3 4 5 6 7
18. 仕事を進める上で、関連部署の支援・理解を得る 1 2 3 4 5 6 7
19. ミスをしたときは、素直に認める 1 2 3 4 5 6 7
20. 常に誠実な態度で他者と接する 1 2 3 4 5 6 7
21. 必要なときにいつでも協力し合えるような関係を築く 1 2 3 4 5 6 7
22. 人的ネットワークを密にし、共通の目標に向かって努力できるような基盤をつくる 1 2 3 4 5 6 7
非
常
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表 13  コンピテンシー・アセスメント質問票 （ロシアでの勤務時） 
ロシア （As Is）
各項目の内容を読んで、それぞれの項目が表す行動を、
あなたがロシアでの赴任時の活動でどのくらいの頻度で
実践されていたかを、７段階の中から最も該当すると思われる
ものを一つだけ選び、その数字を○で囲んでください。
1. メンバーのアイデアや提案を傾聴する 1 2 3 4 5 6 7
2. 意思決定をする際、その決定から影響を受けるメンバーの意見を考慮に入れる 1 2 3 4 5 6 7
3. 自分の業務に必要な知識・スキルを自発的に習得する 1 2 3 4 5 6 7
4. 業務上の経験を通じて、自分の知識を継続的に高める 1 2 3 4 5 6 7
5. 困難にあっても後ずさりしない 1 2 3 4 5 6 7
6. 時間的な制約条件に注意を払う 1 2 3 4 5 6 7
7. ビジネスに影響を与える社会経済や政治、環境問題など様々な情報を収集する 1 2 3 4 5 6 7
8. 最新の情報を重要視し、直接情報がとれるような情報源を確保している 1 2 3 4 5 6 7
9. 未知の可能性を模索する 1 2 3 4 5 6 7
10. さまざまな考えや情報を統合して新しいアイデアを生み出す 1 2 3 4 5 6 7
11. 多様な情報を論理的に系統づけて組み立てる 1 2 3 4 5 6 7
12. 課題解決に必要な情報を収集し、それに基づいて解決策に関する仮説を構築する 1 2 3 4 5 6 7
13. メンバーが成長意欲を持てるように仕事の役割を与えている 1 2 3 4 5 6 7
14. メンバーを公平に扱う 1 2 3 4 5 6 7
15. 組織内での業務プロセスを構築し、確実に業務を達成する 1 2 3 4 5 6 7
16. 担当業務の手続きや関連部門との関係を把握する 1 2 3 4 5 6 7
17. 積極的に外国のパートナーと連絡をとる 1 2 3 4 5 6 7
18. 仕事を進める上で、関連部署の支援・理解を得る 1 2 3 4 5 6 7
19. ミスをしたときは、素直に認める 1 2 3 4 5 6 7
20. 常に誠実な態度で他者と接する 1 2 3 4 5 6 7
21. 必要なときにいつでも協力し合えるような関係を築く 1 2 3 4 5 6 7
22. 人的ネットワークを密にし、共通の目標に向かって努力できるような基盤をつくる 1 2 3 4 5 6 7
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表 14  コンピテンシー・アセスメント質問票 （ロシアでの理想） 
ロシア （Should Be）
各項目の内容を読んで、それぞれの項目が表す行動を、
日本人マネジャーがロシアで勤務するにあたり、どのくらいの頻度で
実践したらより効果的と思われるか、７段階の中から最も該当すると
思われるものを一つだけ選び、その数字を○で囲んでください。
1. メンバーのアイデアや提案を傾聴する 1 2 3 4 5 6 7
2. 意思決定をする際、その決定から影響を受けるメンバーの意見を考慮に入れる 1 2 3 4 5 6 7
3. 自分の業務に必要な知識・スキルを自発的に習得する 1 2 3 4 5 6 7
4. 業務上の経験を通じて、自分の知識を継続的に高める 1 2 3 4 5 6 7
5. 困難にあっても後ずさりしない 1 2 3 4 5 6 7
6. 時間的な制約条件に注意を払う 1 2 3 4 5 6 7
7. ビジネスに影響を与える社会経済や政治、環境問題など様々な情報を収集する 1 2 3 4 5 6 7
8. 最新の情報を重要視し、直接情報がとれるような情報源を確保している 1 2 3 4 5 6 7
9. 未知の可能性を模索する 1 2 3 4 5 6 7
10. さまざまな考えや情報を統合して新しいアイデアを生み出す 1 2 3 4 5 6 7
11. 多様な情報を論理的に系統づけて組み立てる 1 2 3 4 5 6 7
12. 課題解決に必要な情報を収集し、それに基づいて解決策に関する仮説を構築する 1 2 3 4 5 6 7
13. メンバーが成長意欲を持てるように仕事の役割を与えている 1 2 3 4 5 6 7
14. メンバーを公平に扱う 1 2 3 4 5 6 7
15. 組織内での業務プロセスを構築し、確実に業務を達成する 1 2 3 4 5 6 7
16. 担当業務の手続きや関連部門との関係を把握する 1 2 3 4 5 6 7
17. 積極的に外国のパートナーと連絡をとる 1 2 3 4 5 6 7
18. 仕事を進める上で、関連部署の支援・理解を得る 1 2 3 4 5 6 7
19. ミスをしたときは、素直に認める 1 2 3 4 5 6 7
20. 常に誠実な態度で他者と接する 1 2 3 4 5 6 7
21. 必要なときにいつでも協力し合えるような関係を築く 1 2 3 4 5 6 7
22. 人的ネットワークを密にし、共通の目標に向かって努力できるような基盤をつくる 1 2 3 4 5 6 7
グローバルリーダーシップ・コンピテンシー・アセスメント質問票 （No. 3）
全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い
ほ
と
ん
ど
あ
て
は
ま
ら
な
い
ど
ち
ら
か
と
言
う
と
あ
て
は
ま
ら
な
い
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
ど
ち
ら
か
と
言
う
と
あ
て
は
ま
る
か
な
り
あ
て
は
ま
る
非
常
に
あ
て
は
ま
る
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アンケート調査の結果は（表 15）の通りである。 
 
表 15  アンケート集計表 
a. 多様性の受容 日本での勤務
b 学習力 ロシアでの勤務
c 達成志向 ロシアでの勤務の理想
d 情報収集力
e 創造的思考
f 分析的思考
g 組織マネジメント
h 成果マネジメント
i コミュニケーション
j 倫理性
k ネットワーキング
12 13 148 9 10 116 7
課
題
設
定
意
思
決
定
実
行
コ
ア
4 5
 
 
日本での勤務よりも、ロシアでの勤務時の方がよりコンピテンシーの発揮度が高かったものは 5
つ、反対に日本での勤務時の方がコンピテンシーの発揮度が高かったものが 6 つと、ほぼ変わら
ない結果になった。 
 
「課題設定のコンピテンシー」 
多様性の受容については、日本、ロシアとも高いが、ロシアの方が高い。権威主義で強いリー
ダーを当初から実践せず、メンバーとの信頼関係を構築することを優先した結果といえる。 
学習力については、日本、ロシアとも高く、ロシアが僅かに高い。新たな業務や環境に対する
知識習得は必須であり、自然な結果になっている。 
達成志向は、日本、ロシアとも高く、両者に差はほとんど見られなかった。赴任時には明確な目
標があり、メンバーとも十分にシェアしていたことが分かる。 
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「意思決定のコンピテンシー」 
情報収集力は、日本、ロシアとも高いが、ロシアの方が低い。ロシア赴任時は、ロシアでの情報
源を確保していたグローバルリーダーもいる反面、専ら日本からの情報に頼っていたグローバルリ
ーダーもいた結果である。グローバルリーダー自身の現地での経験、所属企業のロシアでの経験
年数も影響しているものと考える。 
創造的思考は、全ての調査項目の中で最も低く、ロシアの方が低い。ロシアでの子会社の役割
にもよるが、適用型、本社志向の海外子会社については、創造的思考は求められていなかったと
いえる。 
分析的思考は、他の調査項目と比較すると低い。また、ロシアの方が低い。論理より感覚重視
のロシア人の国民性に合った結果になっている。 
 
「実行のコンピテンシー」 
組織マネジメントは、創造的思考同様、全ての調査項目の中で最も低いが、日本とロシアともに
ほぼ同じ数値であり、日本での実践とコンピテンシーを変えていないことが分かる。他の項目と比
較して低いのは、権限委譲やジェンダーの扱いの難しさに関係しているものと考える。 
成果マネジメントは、組織マネジメントより高く、日本とロシアともにほぼ同じ数値であり、日本で
の実践とコンピテンシーを変えていないことが分かる。目標の達成について、日本でもロシアでも
同様に重要視し、実践していたことが分かる。 
コミュニケーションは、成果マネジメントと同様の値を示した。日本とロシアともにほぼ同じ数値
であり、同じように重要視されていることが分かる。 
 
「コアのコンピテンシー」 
倫理性は、日本は非常に高い数値を示したが、日本と比べるとロシアは非常に低い。 
ネットワークは、日本とロシアともに高い数値を示し、差はほとんど見られなかった。ロシアだけ
でなく、日本でも社外のネットワークは重要なことが分かる。 
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5. 日系グローバル企業のリーダーシップ・コンピテンシー・モデル 
 
コンピテンシーの要素、項目を設定し、項目ごとにどこまでの発揮レベルが求められるかを基準
として記述化し、一体化させたものを「コンピテンシー・モデル」と呼ぶ。同一の項目であっても、役
職や職種によっては、求められるコンピテンシーの発揮レベルが異なるため、資格等級のようにコ
ンピテンシーにはレベルを設けるのが通常である。また、レベルを設けることによって、自らが発揮
しているコンピテンシーレベルと上位のそれとのギャップが明らかになり、キャリア設計や能力向上
が効果的に行えるという効果がある。しかし、本論文ではリーダーのみを対象とするので、コンピ
テンシーの項目のみとし、レベルの設定は行わない。 
コンピテンシー・モデルの設計方法には、主に帰納的アプローチ、演繹的アプローチの 2 つが
ある（アーサーアンダーセン 2000）。帰納的アプローチとは、高業績者が実際に発揮している能
力を行動面・思考面から捉え、実際に発揮されている能力をベースにモデルを作成する方法であ
る。演繹的アプローチとは、実在者が存在しない場合や、実在する高業績者ベースで構築をした
後に不足を補う場合に、高業績者としてあるべき行動を想定して、そこからモデルを作成する方
法である。 
本論文では、日系企業のグローバルリーダーに対して実施したインタビュー及びアンケート調
査の他に、各種先行研究、そして、ロシアの国民文化を反映させた高業績者としてあるべき行動
を想定してロシアにおける理想の日本人リーダー像を導出するという観点から、演繹的アプロー
チによりコンピテンシー・モデルの設計を行った（表 16）。 
本コンピテンシー・モデルには、「動機付け」カテゴリー内に、相対立するコンピテンシーがある。
「関係調整力」と「強制的指導力」、そして「個人の成果を伸ばす」と「チームワーク力」とである。こ
れらは、本社の子会社戦略（本社志向、現地志向）、企業が志向する組織文化、期待する人材像
（個人主義、チームワーク）によって選択する必要があるコンピテンシーである。 
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表 16  日系企業グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデル 
カテゴリー コンピテンシー 定義
課題設定 多様性受容 文化的背景の異なる人材の状況に配慮し、そのアイデアを傾聴する
学習志向
新しい業務、異文化の市場、顧客、法律や慣習について積極的に学び、
組織のメンバーと共有する
達成志向
与えられた変化する状況の中でも、目標達成のための手段を見出し、最
善をつくす
意思決定 情報収集力
社会経済情勢、競合や顧客、法律の変化について、最新情報を常に確
保できる情報源をもっている
決断力 与えられた情報の中で、最適のタイミングではっきりとした決断を行う
権限委譲 部下各人の能力と潜在能力に応じて、責任を委譲する
動機付け 関係構築力
権威ではなく、コミュニケーションにより組織のメンバーから信頼を得、自律
性やアイデアを引き出す
* 強制的指導力 言い訳を許さず、無理矢理にでも人をリードし、目的を遂行する
個人の成果を伸ばす
個人の成果を正当に評価し、個人の能力の向上とメンバー間の競争を奨
励する。
* チームワーク力
チームによる優れた課題遂行・問題解決能力を発揮し、一体感を持た
せ、成功体験をメンバー全員で分かち合う
フィードバック
チーム（または個人）に対し、小さな成果でも、素早く正確なフィードバック
をする
組織マネジメント ビジョン共有
企業のビジョン、ミッション、大きな目標を組織のメンバーに説明し、共有
する
対人影響力
組織のメンバーの仕事や役割が、企業の目標にどのように関連しているか
説明し納得させ、当事者意識を持たせるよう影響を及ぼす
女性に対する敬意と配慮
女性に対する敬意を忘れず、職種やキャリアの希望に対する配慮の努力
をする
実行 コミュニケーション
コンテクストを踏まえた上で、あいまいな状況や誤解を解消するような行動
をとり、組織メンバーの支援・理解を得る
柔軟な倫理観
社内外において、状況を的確に判断し、時にルールや手続きを超えて、
臨機応変に行動を変えていく
人間関係重視
組織のメンバーに、締め切りや時間の正確さや成果を意識させる一方、個
人的な事情に配慮する
ネットワーキング
社内外において、自分が必要とするネットワークを積極的に構築し、それ
を保持する
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終章 
結論と今後の課題 
 
Trompenaars=Hampden-Turner［1993］が言うように、相手国文化を尊敬し、文化差を理解
することから効果的な組織作りがはじまる。しかし、その組織作りのためには、どのような企業戦略
に基づき、どのような組織の人材を必要としていくかで、求められるリーダー、また、リーダーのコ
ンピテンシーも変わってくる。単に高業績者の行動からコンピテンシーを導き出す方法ではなく、
ロシアの国民文化について考察を加えたのは、戦略を前提として、理想のリーダー像を導出する
という観点から、リーダーシップ・コンピテンシー・モデルを作成することが本論文の目的であった
からである。 
企業の志向する戦略に則り、志向する組織文化を形成していくためには、理想のグローバルリ
ーダーは、異文化環境において効果的にローカルスタッフのマネジメントを行っていく必要がある。
そのためには、まずローカルの国民文化を理解し、どのように働きかけていくのが効果的であるか
知識を持ち、その知識を日々のオペレーションや、採用、教育、評価、といった人事マネジメント
の場面で行動にして実践していく必要がある。 
ロシア市場における外資系企業の成功の要因と、ロシアの国民文化については、リサーチ・ク
エスチョン RQ1 で提示した。 
 
RQ1 「Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」が、日系グローバル企業にも適用できるか。」 
 
RQ1 については第 3 章で検討を行った。「8 つの掟」のいずれもが、日系グローバル企業に対
しても通用するものであり、特徴的なロシアの国民文化リストとして、下記 11 点を挙げた。 
① 権力格差が大きい 
② 集団主義 
③ 人間関係重視 
④ Ｐ・タイム文化、同期的文化 
⑤ 不確実性の回避の程度が高い 
⑥ 高コンテクスト文化 
86 
 
⑦ 短期志向 
⑧ 柔軟な倫理観 
⑨ 直感的感覚的 
⑩ ジェンダー平等 
⑪ 二重スタンダード 
これらの中には、本社の海外子会社戦略（本社志向、現地志向）によって、採用している人材
やロシア人に対する印象の違いが見られたものがある。また、「8 つの掟」についても 2 種類のロシ
ア人について相違が見られた。それらは、下記 3 点である。 
・ 集団主義 －> 新しいロシア人には極端な個人主義も見える。 
・ Ｐ・タイム文化、同期的文化 －> 欧米外資系企業にはＭ・タイム文化も見える。 
・ 不確実性の回避の程度が高い －> 新しいロシア人は不確実性の回避の程度が低い。 
 
Adler は、多国籍企業に勤務する各国のグローバルリーダーは、国際基準的な行動様式にあ
わせられる圧力への抵抗として、現地国のリーダーシップ行動を強化しているのではないかと分
析しているが［永井 2005］、グローバルリーダーの行動様式は、主に日系グローバル企業本社
の子会社戦略、そしてグローバルリーダー自身の忠誠心の方向によって変わるものであろう。本
研究で行ったインタビュー調査からは、程度の差こそあれ、ほとんどのグローバルリーダーからロ
シアに対する愛着の言葉が聞かれたが、それだけではグローバルリーダー自身の忠誠心の方向
は測ることはできない。 
RQ2 で提示した日本とロシアでのコンピテンシーの活用度の違い、そして RQ3 で提示した子
会社戦略による有効なコンピテンシーの違いについては、次のように明らかにできた。 
 
RQ2 「日本とロシアにおいて、グローバルリーダーのコンピテンシーの活用度にどのような違
いがあるか。」 
 
RQ2 については、9 人という尐ないサンプルながら、第 4 章 4 の日系グローバル企業のグロー
バルリーダーに対するアンケート調査により明らかにできた。調査前は、日本とロシアの国民文化
の違いを反映させたコンピテンシーについてはその活用度に違いがあるものの、総じて日本勤務
時の方がロシア赴任時よりもコンピテンシーの活用が低いものと想定したが、結果は予想を覆し、
ロシアでのコンピテンシー活用度は日本でのそれと比べて大きな違いが見られなかった。各項目
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を見ると、ロシアでは日本での勤務時よりも、「多様性の受容」、「学習力」が高く、「情報収集力」、
「創造的思考」、「分析的思考」、「倫理性」が低いという結果になった。尤も、この違いは、誤差の
範囲といえる。 
興味深い結果となったのは、倫理性である。アンケートの設問の 1 つは、「ミスをしたときは、素
直に認める」であり、日本とロシアとでは活用度の差が認められた。それは、ロシアでは時にミスを
も正当化できる強さがリーダーには必要であるという考えに基づくものであり、ロシアでの活用度
が低い結果となった。更に、（Should Be）、つまりロシアで勤務するにあたり、どのくらいの頻度で
実践したらより効果的であるか理想を尋ねた設問でも、日本での勤務時よりも低い結果となった。
「倫理性」以外の全てのコンピテンシーについては、（Should Be）の方が、日本やロシアで実際
に実践していたよりも、より活用度を高めるべきだという結果になったのとは対照的である。 
 
RQ3 「本社の海外子会社戦略（本社志向・現地志向）によって、日系企業のグローバルリー
ダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデルに違いがでてくるか。」 
 
RQ3 については、第 4 章 5 の日系グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデ
ルにある通り、2 つの対立するコンピテンシーが見られた。これは、海外子会社戦略の違いによる
ものであると考える。 
まず、「関係調整力」と「強制的指導力」である。関係調整力は、本社志向・現地志向双方の日
系グローバル企業の海外子会社のリーダーにとって必要なコンピテンシーであるが、強制的指導
力は、本社志向の海外子会社でより有効的に活用できるものである。 
次に、「個人の成果を伸ばす」と「チームワーク力」である。個人の成果を伸ばすは、現地志向
の海外子会社、さらに新しいロシア人によりマッチするものである。チームワーク力は、本社志向
の海外子会社にとってより重要視されるものであるが、現地志向の海外子会社にとっても個人の
成果を伸ばすと同様に重要であると考える。これは、バランスの問題であり、組織には個人の力と
チームワーク力双方が求められるように、グローバルリーダーについても双方のコンピテンシーの
活用が求められる。 
このように、海外子会社戦略にかかわらずグローバルリーダーに一般的に求められるコンピテ
ンシーがあるのと同時に、海外子会社戦略によってより効果的に働くコンピテンシーがある。また、
2 種類のロシア人の違いにも対応する必要がある。 
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本論文の成果である日系企業グローバルリーダーのリーダーシップ・コンピテンシー・モデルを
一見すると、コンピテンシーの項目は、アメリカや日本で使用しているものとあまり変わらない印象
を受けるかも知れない。そもそも、リーダーに求められるコンピテンシーは、ある程度普遍的なもの
であろうか。 
Spencer=Spencer［1993］が管理者の一般モデルとして抽出したコンピテンシーは、次の 11
点である。 
・ インパクトと影響力 
・ 達成重視 
・ チームワークと協調 
・ 分析的思考 
・ イニシアチブ 
・ 人の育成 
・ 自己確信 
・ 指揮命令/自信 
・ 情報探求 
・ チーム・リーダーシップ 
・ 概念的思考 
これらは、グローバルリーダーを想定していないにもかかわらず、本論文のグローバルリーダー
のリーダーシップ・コンピテンシー・モデルと共通する項目が多い。 
しかし、一般化した用語としてのコンピテンシーの項目は相似していても、その背景や意味に
は違いがある。 
「権限委譲」のコンピテンシーを例にとる。権限委譲は、洋の東西を問わず重要なリーダーの行
為である。ロシアにおいても、現地スタッフから高いパフォーマンスを引き出すためにも、また将来
のマネジャーを育てる目的でも、権限委譲は必要である。しかし、権限委譲が自然に行われること
はなく、抵抗に合う。なぜなら、ロシアは不確実性の回避の程度が高い文化であり、リスクや責任
をとりたがらないからだ。従って、権限委譲は段階的に辛抱強く進める必要がある。同じく不確実
性の回避の程度が高い日本人なら、より理解しやすいはずである。このように、権限委譲という目
的は多くの国で共通であったとしても、やり方に工夫が必要である。一方、新しいロシア人が権限
委譲の対象である場合、古いロシア人相手ほど難しくはない。なぜなら、新しいロシア人は、不確
実性の回避の程度が相対的に低いからである、という別の側面もあらわれる。 
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「ビジョン共有」も同様である。企業のビジョンや目標を組織のメンバーと共有することは、多くの
国のリーダーに求められる基本的な行為である。しかし、過去を重視し、長期的な視点を持ちにく
いロシア人にとって、ビジョンや目標を共有することは難しい。また、計画は経営陣が決定すること
であり、それを組織のメンバーが主体的に受け止めることも従来のロシア人にはなかった考え方
である。だからこそ、ロシア人従業員がビジョンや目標を自分自身が積極的に関与すべきものとし
て共有できれば、非常に強い組織文化が形成される。そのためには、グローバルリーダーは、論
理的なだけではなく感情豊かにビジョンを語り、長期的な目標とは別に翌月までのような短期的な
目標をたて、それを柔軟に運用し、また評価のフィードバックを迅速にするといった工夫を行い、
粘り強くビジョン共有を進める必要がある。 
実際のグローバルリーダーの経験からも、権限委譲やビジョン共有の難しさや取り組み方につ
いて同様の見解が得られた。このように、ロシアの文化的な背景と、実際のグローバルリーダーの
行動例からリーダーシップ・コンピテンシー・モデルを作成したことに、本論文の価値があるものと
考える。 
それでは、どのコンピテンシーも等しく重要であると考えてよいのであろうか。Zwell［2000］は、
リーダーが企業文化のモデルとなる際には、いずれのコンピテンシーも意味をもつとしているが、
筆者は、ロシアにおけるグローバルリーダーのコンピテンシーの中で最も重要なコンピテンシーは、
「対人影響力」、つまり当事者意識を持たせるよう影響力を及ぼすことであると考える。 
ロシア人はカリスマ型リーダーを好むが、高コンテクスト文化のロシアでは、日本人マネジャー
は「外」の人である。ロシア人のコンテクストを理解し、権威を使う形ではなく「内」に徐々に入って
いくこと、信頼を獲得することが何よりも重要になる。ロシア人は、仕事を「誰かのための仕事」とし
て意識してしまった場合、責任とモチベーションがソ連時代のように極端に下がる。それを「自分
のための仕事」としてとらえた場合、取り組み型が積極的になり、驚くほどハードワーカーになる。
「自分のために働く」よう関与させ、当事者意識を持たせることが、リーダーに強く求められるとい
える。F 社はそれが確立できていなかったのではないだろうか。 
本論文では、新しいロシア人と古いロシア人について分類を行い、ロシアの国民文化リストを作
成したが、そのような極端に単純化したステレオタイプは、個人差を全く考慮していないものであり、
時に弊害を引き起こしかねない、個人は多様であり文化のステレオタイプは実務には即さない、と
いった批判も考えられる。 
しかし、誰を派遣してよいか基準がない状態では、一部のロシア通の優秀なマネジャー以外誰
も候補にならないであろう。 
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実際、ロシアに限らず、日系企業は今まで人事のグローバル化について積極的に取り組んでこ
なかった。今回インタビューを実施したいずれの企業でも、海外派遣に関する明確な選抜のプロ
セスや基準を持っていなかった。また、駐在期間についても予め明示されて派遣されたケースも
尐なかった。それでも日系企業のグローバル化が進展してきたのは、適用型、本社志向で日本人
中心のマネジメントが行われてきたからであり、また、その反対に全く現地任せの人事制度で運営
してきたからだと考える。 
インタビューを行ったいずれのグローバルリーダーもロシアでの駐在期間が非常に長く、10 年
を超えていた人が 2 名もいた。反面、これでは知識の移転が進まず、後身のグローバルリーダー
の育成や現地幹部の育成が進まない恐れがある。 
彼らが選抜された要因は、学歴や年齢、個人の過去の業績や保有している知識などが基準に
なっていたからだと考えられる。しかし、それらは必ずしもロシアでの成功を約束するものではない。
知識は保有しているだけでは成果に結びつかず容易に陳腐化するものもある。また、過去の高業
績は過去のものであり、将来ロシアで再現することは容易ではない。 
着目すべきは、明白な意思に基づく行動である。行動は、再現可能であり、観察可能である。
また、トレーニングにより特定の行動を強化することも可能である。 
グローバル戦略の一環として、グローバルなスケールでのタレントマネジメントや現地幹部の育
成は、日系グローバル企業にとって重要なテーマになっている。同時に、多大な時間とコストの損
失だけでなく、現地企業への信頼の失墜、事業の失敗にもつながる海外派遣の失敗は、企業とし
ては絶対に避けなければならない。そのために、行動に着目したリーダーシップ・コンピテンシー・
モデルを使った人材の選抜は、人材のミスマッチを避け、また一部のロシア通以外の候補者にも
門戸を広げ、タレントマネジメントの幅を広げる意味でも、意義のある一つの方法であると考える。 
 
今後の課題としては、調査対象の企業を増やし、研究データの客観性を増すこと、リーダーシ
ップ・コンピテンシー・モデルの活用の有効性を研究することが挙げられる。 
日系企業の在ロシア子会社は、いずれも歴史が浅く、規模が小さい。モスクワ最大の日系企業
はパナソニックであるが、従業員は約 400 人である。その他の企業は、単に拠点を設けたにすぎ
ない状態、初期の輸出段階から、メーカーや商社を中心に、販売子会社、工場を含めたグローバ
ル戦略をもつ企業までようやく発展してきた段階といえる。本社からの指示、情報流入が専らであ
る本社志向の企業が多いものと予想されるが、現地の情報を汲み上げ、本社にフィードバックして
いくことも求められてくるだろう。また、新規ビジネスの獲得が主なミッションである現地志向の会社
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も出てきた。 
しかし、本論文でとりあげた日系企業はあまりに数が尐なかった。特に現地に工場を持つ企業、
純粋なサービス企業、現地企業を買収し古いロシア人をマネジしている企業を対象とできなかっ
たことは、今後の課題である。また、調査方法として、グローバルリーダーに対するインタビューと
アンケート調査を行ったが、その内容について、より客観性を増す必要があったものと考える。具
体的には、グローバルリーダーの行動について、同僚やロシア人スタッフ、上司にも同様の調査
を行い、裏づけをとっていく必要があった。 
また、コンピテンシー・モデルを海外派遣者の選抜に用いている企業を調査することや、本コン
ピテンシー・モデルがどれだけ人材の選抜やトレーニングに有効的に活用できるかどうか調査す
ることも、今後の課題としてあげられる。トレーニングについては、日本人グローバルリーダーの候
補者だけでなく、現地のロシア人幹部の育成にも応用できる可能性がある。 
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